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１．業務の目的 

汚水処理事業については、これまで下水道、集落排水、浄化槽の適切な役割分担に基づ

き着実に整備してきた結果、汚水処理人口普及率は９割を超えたが、平成 12 年より原則新

設禁止となった単独処理浄化槽が未だに浄化槽の全設置基数のうち約 50％（平成 30 年度

末時点）を占め、浄化槽法第 11 条の定期検査の受検率が全国平均で約 43.1％（平成 30 年

度末時点）という現状である。単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換促進、浄化槽

の適正管理の確保が大きな課題となっている。 

令和元年には、浄化槽法が改正され、生活環境や公衆衛生上支障が生じるおそれのある

緊急性の高い単独処理浄化槽について、除却等の措置に関する行政の指導権限の付与制度

や、都道府県に対し浄化槽台帳の整備の義務等が規定されたところであり、これらの施策

の着実な実施を促す必要がある。 

また、令和元年台風 15 号および 19 号による水害や長期間に渡る停電の発生を受け、浄

化槽への浸水・土砂の流入による内部破損、放流停止による使用不可、汚水処理能力低下

等の報告があった。平成 30 年に閣議決定された「国土強靱化基本計画」では、起きてはな

らない最悪の事態の一つとして汚水処理施設の長期間にわたる機能停止が挙げられており、

あらかじめ浄化槽の復旧方法を確立しておくことが重要である。 

そこで本業務では、浄化槽リノベーション（合併処理浄化槽の整備推進、浄化槽管理の

効率化・高度化等）を推進するために、災害時の浄化槽の広域的な復旧体制作りのための

検討、浄化槽台帳の作成、浄化槽管理の高度化等に関する検討をすることを目的とする。 

 

２．業務体制 

（１）発注者 

 環境省環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課 浄化槽推進室 

  （担当）山本泰生 浄化槽推進室長 

      白石萌美 指導普及係長 

      田中文昭 環境専門員 

（２）請負者 

公益財団法人日本環境整備教育センター 

東京都墨田区菊川２丁目 23 番３号 電話番号；03-3635-4885 

（担当）調査・研究グループ 仁木圭三、濱中俊輔、武田文彦、高橋悟、大石真弓、

澤村尚吾 

 【浄化槽台帳システム構築業務再委任先】 

クボタシステムズ株式会社  

 東京都台東区北上野１丁目 10番 14号 住友不動産上野ビル５号館 

電話番号；03-5828-3698 

（担当）ITソリューション事業部パブリックソリューション部 
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４．災害時の浄化槽の広域的な復旧状況体制作りのための検討 

 

4-1   検討の目的及び内容 

4-1-1 目的 

災害時の浄化槽システムの迅速な復旧のために参考となる災害予防（事前準備）、応急対

策、復旧作業等を整理した「災害時の浄化槽被害等対策マニュアル」の改訂に向けた調査・

検討を行う。 

 

4-1-2 主な検討事項 

(1) 情報の活用方法及び活用による効果の検討 

令和元年の台風 19 号等による豪雨災害において行われた被害の応急対応の事例および

行政と浄化槽業界との情報の伝達の事例について、行政担当者および浄化槽関係団体の担

当者にヒアリング調査を計 5 件程度行い、災害対策計画の立案や災害対応に望まれる関係

者間の情報伝達の意義および望まれる事項等についての情報収集を行う。また、浄化槽台

帳とハザードマップ等を活用して地域単位での災害推計や被災リスクを明らかにするため

に有効な情報等について、過年度までの調査結果等から整理し、検討を行う。 

 

(2) 災害時の浄化槽被害等対策マニュアルの改訂に関する検討 

上記(1)の検討結果に基づき、災害時に収集すべき情報やその活用方法および体制づくり 

について検討し、「災害時の浄化槽被害等対策マニュアル第２版（平成 24 年３月）」（以下、

マニュアル第２版）の改訂案を作成する。 

 

4-1-3 WGによる検討 

4-1-2(1)、(2)に示した検討は、学識経験者及び関係団体を委員とするWG（ワーキング

グループ）を設けて実施した。以下に委員、開催日時、開催場所、出席状況を示す。 

WGの議事録は別添資料に示す。 

1) 委員（敬称略） 

◎委員長 

木曽 祥秋 豊橋技術科学大学 名誉教授 

○委員（順不同） 

小川  浩 常葉大学 名誉教授 

岡田 誠司  広島県環境県民局循環型社会課 課長 

鴫原 己八  公益社団法人福島県浄化槽協会 

中谷 純治  一般社団法人岡山県浄化槽団体協議会 浄化槽適正化対策専門委員会 

委員 

木村 一夫  株式会社パスコ中央事業部 副事業部長 
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2) 開催日時 

 第１回：令和２年 11月 11日（木） 13:30～16:15 

 第２回：令和２年 12月８日（火）  13:30～15:30 

3) 開催場所 

 （公財）日本環境整備教育センター大会議室及びWeb会議 

4) 出席状況（敬称略） 

 第 1回 委員：木曽祥秋（主査）、小川浩、岡田誠司、鴫原己八、中谷純治、木村一夫 

     環境省：山本泰生、白石萌美 

事務局：由田秀人、仁木圭三、濱中俊輔、武田文彦、高橋悟、大石真弓、 

澤村尚吾 

     オブザーバー：金川理一郎 

第２回 委員：木曽祥秋（主査）、小川浩、岡田誠司、鴫原己八、中谷純治、木村一夫 

     環境省：白石萌美、田中文昭 

事務局：由田秀人、仁木圭三、濱中俊輔、武田文彦、高橋悟、大石真弓 

     オブザーバー：金川理一郎 

 

4-2  情報の活用及び活用による効果の検討 

4-2-1  水害による浄化槽被害に関するヒアリング調査 

ヒアリング調査は、近年に水害の生じた広島県、岡山県（平成 30年 7月豪雨）及び福島

県（令和元年東日本台風）より、以下に示す行政及び指定検査機関を対象とした。 

 ＜行政＞ 

  ・広島県 環境県民局 循環型社会課（調査日：令和２年 10月７日） 

  ・岡山県 環境文化部 循環型社会推進課（調査日：令和２年 10月７日） 

  ・福島県いわき市 生活環境部 生活排水対策室 経営企画課（調査日：令和２年 10

月 16日） 

 

 ＜指定検査機関＞ 

  ・公益社団法人 広島県浄化槽協会（調査日：令和２年９月 28日） 

  ・公益財団法人 岡山県健康づくり財団（調査日：令和２年 10月２日） 

  ・公益社団法人 福島県浄化槽協会（調査日：令和２年 10月８日） 

  

調査は、福島県いわき市、広島県浄化槽協会は訪問のうえ実施し、それ以外の機関はWeb

会議で実施した。 

ヒアリング調査における主な質問項目、対象機関は表 4-1のとおりである。 
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  表 4-1 水害による浄化槽被害に関するヒアリング調査の質問項目と対象機関 

質問項目 質問の主旨 
行政への 

質問 

指定検査機関 

への質問 

災害対策計画の立案 
浄化槽に関連した災害推計や被害対

策計画に関する情報の収集 
〇  

応急対応の事例 
豪雨被害を受けた浄化槽に対する応

急対応の内容 
 〇 

災害対応に望まれる 

関係者間の情報伝達 

豪雨被害を受けた浄化槽に対し速や

かな応急対応・復旧を可能とするた

めに求められる情報伝達・連携体制

について 

〇 〇 

マニュアル*の内容

について 

マニュアルの記載内容に関する修正

点（主に水害対策に関する追記） 
〇 〇 

  *災害時の浄化槽被害等対策マニュアル第２版 

 

以下に、各質問項目に対する回答の概要を示す。また、各機関の回答書を別添資料に示す。 

 

(1) 災害対策計画の立案 

 ヒアリング調査を実施した地方公共団体では、発災直後から数日間の緊急対策のフェー

ズにおける浄化槽への対応や、災害に備えた事前準備としての浄化槽に係る災害対策計画

の検討は行われていなかった。ただし、浄化槽内に土砂が流入した場合の対応（ダンパー

車の手配や浄化槽の復旧に係る補助金）や、土砂の混入した浄化槽汚泥の処理（どのし尿

処理施設に依頼するかを事前に検討）、し尿処理施設が被災した場合の対応策について検

討・決定することが重要であるとの回答が多かった。。 

 

(2) 応急対応の事例 

a) 水害を受けた浄化槽に関する情報共有、応急対応の事例 

■情報の提供・共有 

・地方公共団体が指定検査機関に対し被災浄化槽の対応に関する技術的な支援を要請し、

指定検査機関は全市町村の浄化槽担当部局に「浄化槽浸水時の対応方法について」のメ

ールを一斉送信し、情報提供・共有を図った。 

・指定検査機関が HPに「浸水等の被害を受けた浄化槽の使用判断について」をアップロー

ドし、一般住民を含めた情報を提供した。 

・地方公共団体から指定検査機関に応急対応の依頼が来た場合、指定検査機関は同様の事

態が他の市町村でも生じていると考え、被害の有無に関わらず、他の市町村にも対応方

法について情報を提供・共有した。 
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・指定検査機関が被災の大きかった地域の市町村の浄化槽担当部局及び主要業者へ訪 

問した。 

・保守点検業者が地方公共団体へ浄化槽被害に関する情報を提供した。 

・浄化槽業界団体が浄化槽の被害状況に係る情報を集約し、被害を受けた浄化槽が把握で

きた場合は、その近隣の保守点検業者へと情報伝達した。 

 

■応急対応の具体的な事例 

・マンホールが外れて浄化槽内に流入した土砂を、ダンパー車で土砂を撤去し、その後浄

化槽を清掃すれば通常どおり使用できた。ただし、一部の浄化槽ではろ材が破損する事

例があり、目詰まりしたろ材は交換を行った。 

・指定検査機関は保守点検業者に対し、以下の周知を行うよう伝達した。 

①マンホールが流失した浄化槽に人が落下しないよう、安全確保のための応急対応とし

てマンホール上に代替の蓋等を設置する。 

②漏電や火災防止のため、浸水したブロワの電源は入れない。 

・農業集落排水処理施設のポンプ場が冠水し、ポンプが故障したため、家庭からの排水が

移送不可能となった事例では、ポンプ場内の汚水をバキューム車で回収して通常時とは

別の処理施設へと移送した。 

・し尿処理施設が水没し機能不全となった事例では、近隣の市町村同士の災害協定により

他のし尿処理施設への汚泥搬送・処理を実施した。 

・バキューム車で浄化槽内の土砂を引き抜けない場合は、地方公共団体が産廃業者に依頼

し対応した。 

 

b) 浄化槽の応急対応・復旧に関する浸水害・洪水の相違点 

調査を行った３指定検査機関いずれも、浸水害と洪水で浄化槽被害とその対応が異なっ

たと回答しており、具体的な相違点は以下のとおりである。 

■浸水害 

浄化槽に目立った破損等が生じることはほとんどなかった。浸水が解消され、冠水したブ

ロワの交換を行う等すれば浄化槽をすぐに使用可能であると考えられた。 

■洪水 

・多量の土砂が浄化槽内に流入することがある。流入した土砂の除去にはダンパー車が必

要となる場合もあり、復旧には時間や費用がかかる。 

・浄化槽内に土砂が流入しなくても、放流先の側溝に土砂が堆積して放流水を排出できな

い事例もあり、側溝の土砂の撤去も必要となる場合がある。 

・水流により地面が削られて浄化槽本体の露出、浮上、流出、破損あるいは配管が露出す

る事例があった。 
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(3) 災害対応に望まれる関係者間の情報伝達 

a) 望まれる情報伝達や連携体制など 

・発災時は停電により電話が使用できないなど情報伝達ができず、行政から現場の関連業

者への連絡が届かず、現場も勝手に動くことができないなどの事態も起こり得る。災害

対応においてはいくつかの地区割りを行い、地区ごとに指定検査機関や浄化槽業界団体

等がある程度は独自の判断で行動ができるような体制作りを検討することが望ましい。 

・地方公共団体と指定検査機関あるいは浄化槽業界団体の間で協定（緊急点検、復旧作業、

被害調査の実施及び集計、住民相談、汚泥の処理等）を締結することで、発災時に対応

すべき内容が明確化されたことが早急の対応につながった。締結後も協定どおりに実行

できるかどうか定期的に訓練・検証していくことが望ましい。 

・し尿処理施設が被災する場合もあるため、地方公共団体はし尿処理に関する広域連携を

近隣の自治体と構築しておくことが望ましい。 

・どのし尿処理施設が、土砂の混入した浄化槽汚泥をどの程度の量を受け入れ可能である

かについて予め把握しておく等、地方公共団体は発災時の対応についてし尿処理施設関

係者等と事前に調整しておく必要がある。 

・指定検査機関、浄化槽業界団体、保守点検業者は被災件数や被害状況について行政に対

し情報提供を行う。。 

・発災前の段階、例えば台風接近中などにおいて、地方公共団体は指定検査機関や浄化槽

業界団体に対し有事の際は災害対応に協力可能な状況にあるかどうかを確認する。 

・指定検査機関や浄化槽業界団体は災害応急対策や災害復旧・復興のタイミングで何を実

施するのかを決めておく。また、各主体内部で共有すべき情報の内容について明確に決

めておく。 

・災害時に救援を要する現場に行くため、指定検査機関、浄化槽業界団体、保守点検業者、

清掃業者は燃料の確保や緊急車両の登録が事前に必要である。 

 

b) 他主体との事前の取り決めで必要な事項（経費の負担、確保する物資の分担等） 

■経費の負担 

・被災市町村と支援団体が協議し、あらかじめ有償、無償等を決定する。 

・有償救援の場合は、誰が負担するのか、無償救援とする場合は、いつまで無償とするか

等、期間を設けることを検討する。  

■物資の分担 

・ブロワ、マンホールは保守点検業者がある程度所有しているため、地方公共団体は、保

守点検業者等の所有数を把握し、全体としてどの程度の量数が確保できているのかを把

握することが重要である。 
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(4) マニュアルの内容について 

ヒアリング調査において、マニュアル第２版に対し改善を検討すべきと指摘された点は

主に以下の４項目である。 

a) 体裁について 

・マニュアル第２版に記載されている情報は有用であるが、地方公共団体や浄化槽業界団

体などの種々の主体が実施すべき事項が混在して記載されており内容の把握が困難であ

るため、主体ごと（地方公共団体、指定検査機関、浄化槽業界団体、保守点検業者、清

掃業者、工事業者、住民）に整理することが望ましい。 

・浸水害・洪水に対応した応急対応、復旧作業の追加、簡易版や集約版など、発災時でも

各主体が何をすべきかを速やかに理解できるものがあると望ましい。 

b) 住民への周知用の資料（状況確認用チェックシート） 

浸水害・洪水に対応した応急対応の追加、住民がわかりやすい内容としたものを作成す

ることが望ましい。 

c) 土砂が浄化槽内に流入した時の復旧作業 

・浄化槽内への土砂の流入に関する対応事項の追記が望ましい。 

・清掃汚泥の処分方法は事前に受け入れ体制を作り把握しておく。 

d) 災害対応体制 

災害時には現場が混乱し、情報伝達が困難となる場合も多いことから、災害対応におい

てはいくつかの地区を規定し、地区ごとにある程度独自の判断で対応できるような体制作

りを検討する旨の記載をすることが望ましい。 

 

(5) その他 

・ハザードマップ等と浄化槽台帳を組み合わせることができれば、想定される被災浄化槽

の基数やエリアなど、浄化槽の被害予測が可能になり、対策の検討に有効となる。 

・応急対応や復旧作業には保守点検業者、清掃業者の役割が重要であることから、これら

の業者間で協力体制を事前に構築しておくことが重要となる。 

・被害調査を行う際は、どのような情報を収集すべきなのか事前に決めておく必要が 

ある。 

・ブロワの冠水が確認された場合、漏電による火災等を防止するためコンセントを抜くこ

とを住民や保守点検業者に徹底して周知する必要がある。 

・マンホールロックは浄化槽内への土砂の流入を防止するのに有効であると考えられ、保

守点検・清掃終了時のロックの徹底、マンホールロックがついていないマンホールの交

換等は水害対策において重要である。 

 

 前述(1)～(5)に示したヒアリング調査結果の各項目は、4-3-2で示す災害時の浄化槽被害

等対策マニュアル改訂案（以下、マニュアル改訂案）において関連する章・節へ反映した。 
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4-2-2 災害推計・被災リスクに係る情報の整理と検討 

(1) 被災基数の推計の有用性 

地域ごとの災害発生時の被災浄化槽の数の推計は、常時備蓄すべき物資の数量や災害対

応に必要な人員の確保、移動経路の選定など、適正かつ円滑・迅速な処理を進めるうえで

の基礎的な資料となり、適切な災害対策計画を検討するにあたり有用性が高いと考えられ

る。そこで本業務では、洪水浸水想定区域あるいは津波浸水想定内にある被災浄化槽の基

数を推計するための手法を提案するとともに、推計を行うための「被災浄化槽の基数の推

計に関する手引き」を作成した。 

 

(2) 被災基数の推計手法の提案 

本業務で作成した「被災浄化槽の基数の推計に関する手引き」で使用するシステムやデ

ータは以下のとおりである。また、本手引きの中では、津波、浸水害や洪水により浄化槽

やブロワが冠水することを想定し、被災浄化槽の基数の推計例を提示した。 

a) 浄化槽台帳 

推計においては、浄化槽台帳に記載されている浄化槽の位置情報（緯度・経度や住所）

が有効になる。地方公共団体によっては、浄化槽台帳について、以下の場合が想定される。 

１．浄化槽台帳を有しており、かつ、浄化槽の位置情報が地図データとリンクしている

（浄化槽の緯度・経度が入力された Shapeファイルがある）。 

２．浄化槽台帳を有しているが、浄化槽の位置情報が地図データとリンクしていない。 

３．浄化槽台帳を有していない。 

そこで作成した「被災浄化槽の基数の推計に関する手引き」では、上記１．～３．いず

れの場合にも対応可能な推計の一例を示した。 

b) GISソフト 

 本推計では、無償でダウンロード・使用が可能な GISソフトである「QGIS」を活用した。 

c) データ 

・地図、洪水浸水想定区域、津波浸水想定 

国土交通省のサイト「GIS ホームページ」の「国土数値情報ダウンロード」より、無償

で得られる電子データを活用する。 

・人口等基本集計に関する事項 

政府統計の総合窓口「e-Stat」より、「人口等基本集計に関する事項」と「世界測地系緯

度経度」について無償で得られる電子データを活用する。 

 これらのデータを活用し、水害による被災浄化槽の基数を推計するための手法を提案し

た。この推計を実施するための手引きは、マニュアル改訂案において「８．資料」内の「８

－６． 被災浄化槽の基数の推計に関する手引き」にまとめた。 
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4-3  災害時の浄化槽被害等対策マニュアルの改訂に関する検討 

4-3-1 マニュアルの改訂に関する WG及び検討会での主な意見 

 マニュアルの改訂について、4-1-3 で示した WG 及び「７．令和２年度浄化槽リノベー

ション検討会」より得られた主な意見は以下のとおりである。 

・マニュアルを使用する側の立場としては、震災編と水害編が独立して整理されている方

が使い勝手がよい。両編で内容が重複しても良いので、別々に整理するとよい。 

・マニュアルに記載の各主体（地方公共団体、指定検査機関等）について、各主体の作業

内容や連携が分かるような全体像を示した節を設けるとよい。 

・連携体制について、主体ごとに「自身から他主体に協力を要請するもの」と「他主体か

ら自身に協力の要請が来るもの」の２つに分けて図示すると理解し易くなる。 

・マニュアル第２版でも用いられている「地方公共団体」という表記について、浄化槽に

係る業務は都道府県と市町村では役割が異なる（例えば、し尿・浄化槽汚泥は市町村が

担当する）ため、両者の役割分担あるいは連携を検討するという形で検討・実施項目を

整理するとよい。 

・発災後のタイムラインに応じて、緊急対応や応急復旧などの段階ごとに発災後の対応が

書いてあるとよい。 

 

後述 4-3-2 に示すマニュアル改訂案では、これらのコメントを反映しながら各章・節の

編集を行った。 

 

4-3-2 災害時の浄化槽被害等対策マニュアル改訂案の構成 

 マニュアル改訂案は、マニュアル第２版の内容を踏襲しつつ、4-2-1 のヒアリング調査、

4-3-1のWG、検討会で得られた意見をもとに以下のように整理した。 

第１章は「はじめに」であり、マニュアル第２版をもとにこの改訂案で新規に編集した

内容について説明するとともに、災害対応における本マニュアルの位置づけについて説明

を行った。 

 第２章は「震災に関する各主体の対策マニュアル」であり、地方公共団体、指定検査機

関、浄化槽業界団体、保守点検業者、清掃業者、工事業者、住民の７主体における震災対

策についてヒアリング調査、WG・検討会の意見を踏まえながら整理した。また、マニュア

ル第２版ではこれらの主体が混在しながらまとめられていたが、本改訂において主体ごと

に整理することにより、災害予防、災害応急対策、災害復旧・復興の段階における各主体

の実施すべき項目を明確にした。また、各主体の連携体制の一例についてマニュアル改訂

案「２－１．発災前後における各主体の連携体制の概要」に示した。 

 第３章は「水害に関する各主体の対策マニュアル」であり、マニュアル第２版では記載

の乏しかった水害対策について、ヒアリング調査、WG・検討会の意見を踏まえ、第２章と

同様に前述の７主体別に災害予防、災害応急対策、災害復旧・復興の段階における各主体
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の実施すべき項目を整理した。また、各主体の連携体制の一例についてマニュアル改訂案

「３－１．発災前後における各主体の連携体制の概要」に示した。 

 第４章は「二次災害への対策」であり、マニュアル第２版に記載の「余震」、「津波」に

加え、新規に「水害」を追記し内容の充実を図った。 

 第５章は「被災時に利用可能な財政支援等」であり、財政支援等に関する最新の情報を

整理した。 

 第６章は「応急仮設住宅に設置される浄化槽の取り扱い」であり、マニュアル第２版と

同様に参考情報を記載した。 

 第７章は「おわりに」であり、マニュアル改訂案の活用における留意事項等についてま

とめた。 

 第８章は「資料」であり、災害時における災害協定やし尿・浄化槽汚泥の収集運搬に係

る協定のひな型を示した。震災における浄化槽の応急処置の事例、水害の事例や浄化槽の

地震や洪水への耐性の向上を図る施工事例についてまとめた。4-2-2で示した被災浄化槽の

基数の推計に関する「被災浄化槽の基数の推計に関する手引き」を示した。また、上記の

第２章と第３章において、災害時に住民や保守点検業者等が簡単かつ迅速に被害を確認す

るための参考資料として、浄化槽の被害確認のためのチェックシート等を図表集として整

理した。 
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５．浄化槽台帳システムの作成及び普及展開に向けた検討 

 

5-1 検討の目的及び内容 

5-1-1 目的 

 令和元年に浄化槽法が改正され、行政による浄化槽情報や指定検査機関、民間業者（保守

点検、清掃）の有する情報を統合・整理した浄化槽台帳の整備が義務づけられたことから、

地方公共団体における浄化槽台帳システムの導入を支援することを目的として、環境省か

ら無償で配布し、各地方公共団体で運用する浄化槽台帳システムを作成した。 

 また、本業務での各種検討内容を踏まえ、「浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル」

を実用性の高いものとするため、マニュアル改訂案を作成した。 

 

5-1-2 検討の概要 

（1）浄化槽台帳システムの作成 

本業務仕様書に添付された「機能要件定義書注）」及び「業務要件定義書注）」に従い、①

他のシステムと情報連携が可能である、②情報管理の取り扱い等でインターネットが利用

できない環境でも運用可能である、③オープンソースソフトウェア（OSS）で構築し、配布

しやすいシステムを作成した。システム仕様の決定及び使用マニュアル等の作成において、

「（2）浄化槽台帳システムの普及展開に向けた検討」の結果及び試験運用の結果を反映させ

た。 

 

（2）浄化槽台帳システムの普及展開に向けた検討 

 本業務で作成する浄化槽台帳システムを多くの自治体において利用してもらうため、都

道府県や市町村職員、指定検査機関等計 5 件程度にヒアリングを行い、浄化槽台帳システ

ム導入に当たっての課題や台帳項目や画面イメージに関する要望等について情報収集を行

った。また、課題については解決策も検討した。 

 

（3）浄化槽台帳システムの整備導入マニュアルの改訂に関する検討 

「浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル第２版（平成 27 年３月）」の改訂について

検討し、改訂案を作成した。 

 

5-2  浄化槽台帳システムの作成 

5-2-1 業務実施計画書の作成 

業務開始後速やかに、浄化槽台帳システム作成に係る業務実施スケジュールや作業体制

等を明記した「プロジェクト計画書（業務実施計画書）」を作成し、環境省担当官に提出し

た。浄化槽台帳システム作成業務実施スケジュールは図 5-1に示すとおりである。 
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図 5-1 浄化槽台帳システム作成業務実施スケジュール 

 

5-2-2  設計・製造 

本業務仕様書に添付された「機能要件定義書注）」及び「業務要件定義書注）」に従い、浄化

槽台帳システムの設計（基本設計、詳細設計）、製造を行った。作成した浄化槽台帳システ

ムの概要を以下に示す。 

注：機能要件定義書 8 ページ及び業務要件定義書 5 ページの業務フローに特定のシステ

ムとのデータのやりとりについて記載があったが、他のシステムとデータ交換を行

うことを意図したものが誤記されており、環境省と協議の上、他のシステムと CSV

ファイル形式でデータ交換を行うことができるものとして設計した。 

 

【環境省版浄化槽台帳システムの主な特徴】 

環境省版浄化槽台帳システムは、オープンソースソフトウェアである PostgreSQL 及び

PostGIS で構築したデータベースシステムと、同じくオープンソースソフトウェアである

QGIS を連動させた GIS 機能を搭載した台帳システムである。システムの主な特徴を以下

に示す。 

①スタンドアロン型及びクライアント/サーバ型によるシステム設計 

⇒インターネット接続系における個人情報の取扱制限を考慮し、LGWAN 接続系の

みで運用できるシステムとして設計することで、高い汎用性を実現 

②CSV形式のファイルを用いた他のシステムとの情報連携 

⇒CSV 形式でのデータ入出力を可能とし、関係者から収集したデータの一括取り込

みや他システムとのデータの受け渡しを容易に 

③オープンソースソフトウェアによる構築 

⇒システム導入から運用に関するコストを削減するとともに、自治体独自のカスタ

令和２年 令和３年
7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

（１）浄化槽台帳システムの作成
１）業務実施計画書（プロジェクト計画書）の作成
２）設計（システム作成を含む）
①-1システム作成 結合テスト 総合テスト

①-2システム作成※変更契約

①基本設計書
②詳細設計書
③テスト計画書（結合）
④テスト計画書（総合）
⑤ソースプログラム
⑥実行形態プログラム 試験運用版 最終版

⑦構築業務報告書

３）試験運用

４）浄化槽台帳システム使用マニュアルの作成
①操作マニュアル
②運用マニュアル

（２）浄化槽台帳システムの普及展開に向けた検討
１）ヒアリング先の選定・ヒアリング準備
２）ヒアリングの実施
３）課題の抽出・整理
４）解決策の検討・取りまとめ

（３）浄化槽台帳システムの整備導入マニュアルの改訂に関する検討
１）マニュアル改訂方針の検討
２）マニュアル改訂案の作成 検討会報告 検討会報告 検討会報告取りまとめ

作成 修正

作成 修正

素案作成

総合
テスト

自治体
選定

自治体データ
準備

データ収集 データ整備 導入
試験
運用

課題
抽出

項目

設計 製造

設計 製造
結合
テスト

課題解決策のフィードバック
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マイズが可能に 

 

【環境省版浄化槽台帳システムの機能概要】 

環境省版浄化槽台帳システムは、「検索」、「参照」、「登録」等の機能を利用し、浄化槽台

帳を管理・運用していくシステムである。また、浄化槽の位置情報（緯度経度）を登録する

ことで、浄化槽の分布を地図上で視覚的に把握することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜機能一覧＞ 

ユーザ管理： ユーザ ID 及びパスワードの設定によりユーザを限定できるほか、ユーザ

ごとの権限（管理者、編集可、閲覧）を設定できる。 

検索   ： 浄化槽番号や設置者/管理者情報、処理の対象、業者名、検査結果等の数多

くの条件を組み合わせて対象浄化槽の検索、絞り込みを行うことができ

る。 

参照   ： 検索機能で絞り込んだ浄化槽から詳細を確認したい浄化槽を選択し、基本

情報及び履歴情報の全てを閲覧できる。（GIS機能を活用する場合は地図

上で浄化槽を選択し、詳細情報を閲覧することも可能。） 

登録   ： 届出、保守点検、清掃、法定検査、工事、指導監督の各情報を登録できる。 

帳票出力 ： 検索結果一覧または地図上で選択した浄化槽の基本情報及び最新の維持

管理情報を Excelファイル形式で出力できる。 

集計   ： 建築用途、処理方式、人槽、検査結果別の基数を集計できる。また、浄化

槽の指導普及に関する調査の回答データ（設置基数等）を出力できる。 

データ入力： 関係者等から収集したデータを既定のCSVファイル形式に変換しておき、

一括で取り込むことができる。（維持管理情報等は過去の履歴を残して追

加登録） 

データ出力： データ出力するテーブルを選択し、CSVファイル形式で一括出力できる。

検索 参照 登録 帳票出力 集計 データ入力 データ出力 ユーザ管理
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保存されている全データの出力のほか、検索機能で絞り込んだ浄化槽のデ

ータ出力ができる。 

地図管理 ： QGIS の機能を一通り活用することができるため、地図上での浄化槽位置

の表示や他のレイヤとの重ね合わせ等の機能活用が想定される。 

 

浄化槽台帳システムの設計・製造に際して、基本設計書の作成後、課題の抽出及び対応方

法の検討を行った。後述する「5-2 浄化槽台帳システムの普及展開に向けた検討」におけ

るヒアリング調査結果及び設計・製造の過程で明らかになった課題と対応方法を表 5-1～5-

16に示す。なお、抽出された課題に対応するため、「ログイン機能」及び「浄化槽の指導普

及に関する調査に対応した集計機能」の 2 機能について、契約変更を行い追加することと

した。 
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表 5-1 管理項目に関する課題と対応方法① 

No. 分類 課題内容 対応方法 

1  項目追加  「再開届出書」のタグを新設してほしい。 

 下記項目を追加してほしい。 

「算定根拠の記入欄」（JIS 計算式、建物用途によっ

ては算定に要する定員数や便器数等を記入）、「休止予

定期間」、「休止の理由」（空き家、売却予定など）、

「休止清掃の有無」、「再開予定日入力欄」、「再開届

出年月日」 

 「使用再開届出書」のタブを設け、届出区分コードに

以下の項目を追加する。 

「使用再開届出書」 

 浄化槽基本テーブルに以下の項目を追加する。 

「算定根拠の記入欄」、「休止の予定年月日」、「休

止の理由」、「休止前清掃の年月日」、「再開の予定年

月日」 

2  項目追加  県が設定している浄化槽番号と関連業者の使用して

いる浄化槽番号をリンクさせる必要があるため、台帳

項目として、保守点検業者、清掃業者、指定検査機関

がそれぞれで使用している浄化槽番号が必要と考え

ている。 

 保守点検テーブル及び清掃テーブルに以下の項目を

追加する。 

「保守点検業者独自の浄化槽番号」、「清掃業者独自

の浄化槽番号」 

3  項目追加  設置届出書に記載されている設置場所は地名地番で

提出されるが、使用開始の報告に記載されている設置

場所はそれとは異なり、住居表示で提出されるため、

別途項目が必要である。 

 浄化槽基本テーブルに以下の項目を追加する。 

「設置場所（住居表示）」 

4  コード内容変更  プロトタイプの画面イメージには、浄化槽の種別とし

て「合併処理浄化槽」、「単独処理浄化槽」、「その

他」が示されているが、豊橋市の台帳には種別が不明

な情報が多く含まれており、これが「その他」に相当

すると考えられる。 

 処理対象に「その他」を追加する。 
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表 5-2 管理項目に関する課題と対応方法② 

No. 分類 課題内容 対応方法 

5  履歴項目追加  指定検査機関が管理している台帳システムでは1回の

変更分の履歴を残しているが、県ではその情報を閲覧

できない。特に浄化槽管理者の履歴を閲覧できるとよ

い。 

 浄化槽基本履歴テーブルに以下の項目を追加する。 

「浄化槽管理者氏名」、「浄化槽管理者住所」、「浄

化槽管理者電話番号」、「浄化槽技術管理者名」 

6  入力タブ変更

（基本設計書の

修正） 

 「浄化槽設置（工事完了）年月日」は、浄化槽台帳登

録の「その他」のタブで入力するか、工事情報として

入力できるようにすればよいのではないか。 

  「浄化槽設置（工事完了）年月日」を「その他」タブ

へ移動する。 

7  必須項目  浄化槽について入力する項目が膨大で内容が細かい。

また、管理者からの報告義務がないことから把握でき

ず且つ必要性の低い情報が多い。必須項目は必要最低

限にしてほしい。 

 必須項目は「浄化槽識別子」「市町村コード」「浄化

槽の状況」「設置場所の地名地番」「処理の対象」と

する。 

8  項目定義変更  項目定義を修正したい。 

 指導監督の「苦情・改善・指導」は 100文字では足り

ない。 

 設置者電話番号に、「-」の有無に関係なく入力できる

ほうがよい。 

 保守点検の「記録票」は 100文字では足りない。 

 法定検査不適正の場合のその原因が１つしか選べな

い。 

 以下のとおり項目定義を修正する。 

〇電話番号（設置者、使用者、浄化槽管理者） 

：桁数 11→13 

〇苦情・改善・指導：桁数 100→1,000 

〇記録票：桁数 100→1,000 

〇（不適正の場合）その原因：フリー入力欄 
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表 5-3 管理項目に関する課題と対応方法③ 

No. 分類 課題内容 対応方法 

9  データベース 

KEY情報変更 

 浄化槽基本テーブルに紐づく全ての子テーブル（保守

点検、清掃、法定検査等）に主キーである「連番」が

存在していない。 

 以下のテーブルに KEY 項目として「連番」、「浄化

槽連番」を追加する。 

「保守点検」、「清掃」、「工事」、「届出履歴」、

「法定検査」、「指導監督」 

10  帳票イメージ  機能要件定義書に記載されている帳票イメージに「浄

化槽所在地の位置情報」とあるが、位置に関連する概

念データ（テーブル項目）が複数存在する。 

 表示対象は以下の項目とする。 

浄化槽基本…緯度（観測データ）、経度（観測データ） 

11  帳票イメージ  機能要件定義書に記載されている帳票イメージの項

目について、1 台帳に対し複数の情報をもつ項目が存

在する。（届出履歴や維持管理関連の項目） 

 1 台帳に対し、複数の情報をもつ項目は、最新情報の

み出力する。 

12  項目追加  年間の保守点検の回数を記載できる欄を設けてほし

い。 

 保守点検情報は、保守点検 1回につき 1レコードとな

るため、年度内の点検回数をどこに入力するかを検討

する必要がある。標準的な入力項目としては追加しな

い。 

13  項目追加  公共浄化槽のフラグを台帳項目に追加する必要はな

いか。 

 「個人設置と市町村設置の区分」に公共浄化槽のコー

ドを追加する。 

 1個人設置型 

2市町村設置型 

3市町村単独型 

4公共浄化槽 

9その他 
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表 5-4 管理項目に関する課題と対応方法④ 

No. 分類 課題内容 対応方法 

14  項目追加  保守点検記録票の水質項目については、別途記入欄を

設けて記入したほうがよいと思われる。 

 水質項目の記入欄については必要と考えられるが、ど

の項目の入力欄を設けるか十分な検討が行われてお

らず、標準的な入力項目としては追加しない。 

15  項目追加  千葉県独自の取組みとして、大型浄化槽に関しては四

半期に 1回、放流水の BODを報告することになって

おり、その報告値の入力欄があると便利である。 

 千葉県独自の取り組みのため、標準的な入力項目とし

ては追加しない。 

16 市町村コードの

仕様 

 機能要件定義書の概念データ定義で、市町村コードは

「総務省全国地方公共団体コードの下 3桁」と定義さ

れているが、総務省全国地方公共団体コードの下 3桁

は市町村を特定する値ではない。 

 市町村コードは「総務省全国地方公共団体コードの検

査数字を除いた 5桁の下 3桁」とする。 

17 浄化槽識別子の

採番仕様 

 機能要件定義書の概念データ定義で、浄化槽識別子の

構成要素についての仕様が明記されていない。 

 以下の採番仕様とする。 

市町村コード(3 桁)+西暦(下 3 桁)+連番(10 桁)を結合し

た識別情報 

※DB初回登録時の市町村コードとする。 

※西暦は、DB初回登録日の西暦年の下 3桁とする。 

※システムにより自動的に採番し、ユーザが変更できな

い項目とする。 

18 平面直角座標系

の XYの精度 

 平面直角座標系の XY は、数字 10 桁と定義されてお

り、小数点以下の桁数が未定である。 

 数字の精度（小数点以下の桁数）を 3桁にする。 
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表 5-5 管理項目に関する課題と対応方法⑤ 

No. 分類 課題内容 対応方法 

19 精度（小数点以

下の桁数） 

 以下の項目について、精度（小数点以下の桁数）が未

定である。 

①建築物延べ床面積：数字 6桁 

②日平均汚水量（m3/日）：数字 6桁 

③BOD除去率：数字 5桁 

④処理水 BOD：数字 5桁 

⑤高度処理水質（T-N,T-P）：数字 5桁 

⑥水道使用量：数字 7桁 

 以下の精度（小数点以下の桁数）とする。 

 

①建築物延べ床面積：整数 7桁、小数点以下 2桁 

②日平均汚水量（m3/日）：整数 6桁、小数点以下 2桁 

③BOD除去率：整数 2桁、小数点以下 1桁 

④処理水 BOD：整数 5桁 

⑤高度処理水質（T-N,T-P）：整数 5桁 

⑥水道使用量(m3/日)：整数 5桁、小数点以下 2桁 

20 データ内容  浄化槽基本の「付近の見取り図」は、数字 4桁と定義

されているが、図面を特定するために必要な情報入力

ができない可能性がある。 

 文字情報（桁数：50桁）とする。 

21 登録するデータ  コード定義を使った入力を想定している以下の項目

について、手入力できる仕様にするか決定する必要が

ある。 

①浄化槽基本 方式名 

②浄化槽基本 浄化槽型式名 

③浄化槽基本 浄化槽メーカ 

④浄化槽基本 浄化槽工事予定業者名 

⑤法定検査 （不適正の場合）その原因 

⑥指導監督 行政処分等の根拠 

 「⑤法定検査 （不適正の場合）その原因」のみ手入

力の想定ありとし、他の項目については、コード定義

以外の内容を登録できないように制御する。 
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表 5-6 管理項目に関する課題と対応方法⑥ 

No. 分類 課題内容 対応方法 

22 登録するデータ  コード定義を使った入力を想定している以下の項目

について、コード定義の“値”、コード定義の“値の

内容”のどちらを登録するか決定する必要がある。 

①保守点検 保守点検業者名 

②清掃 清掃業者名 

③工事 浄化槽工事業者名 

 コード定義の“値の内容” を登録することとする（手

入力の想定無し）。 

23 緯度経度のデー

タ型及び桁数 

 機能要件定義書の概念データ定義では、浄化槽基本の

緯度経度は、文字列 8桁と定義されているが、不足す

ると考えられる。 

 地図 API（プログラム）で緯度経度を取得すると、数

値 11 桁（整数 3 桁、小数点以下 8 桁）となるため、

これに合わせる。 

24 位置取得日時の

データ型 

 機能要件定義書の概念データ定義では、浄化槽基本の

位置取得日時は、日付形式（半角 YYYY/MM/DD 形

式）と定義されており、時刻がない。 

 データ型を日時形式にする。 

（半角 YYYY/MM/DDTHH:MM:SS 形式） 

25 項目（市町村コ

ード）重複 

 機能要件定義書の概念データ定義の浄化槽基本に、市

町村コードが 2つ定義されており、片方は不要と考え

られる。 

 片方を削除する。 

26 廃止理由の桁数

未定義 

 機能要件定義書の概念データ定義では、浄化槽基本の

廃止理由に桁数が定義されておらず、決定する必要が

ある。 

 

 コード定義を使った入力を想定しているため、コード

の桁数に合わせて、文字列 2桁とする。 

01  集合処理施設（下水、農集排等）への接続 

02  浄化槽への切り替え 

03  家屋等の廃止 

04  その他 
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表 5-7 管理項目に関する課題と対応方法⑦ 

No. 分類 課題内容 対応方法 

27 桁数未定義  機能要件定義書の概念データ定義では、以下の項目に

桁数が定義されておらず、決定する必要がある。 

①法定検査 BOD 

②清掃 清掃汚泥量 

 以下の桁数とする。 

 

①法定検査 BOD：整数 5桁、小数点以下 1桁 

②清掃 清掃汚泥量(m3)：整数 3桁、小数点以下 2桁 

28 浄化槽基本履歴

の履歴番号 

 機能要件定義書の概念データ定義の浄化槽基本履歴

では、履歴番号が定義されておらず、1 つの履歴デー

タしか保持できない。 

 1 つの浄化槽につき、複数の履歴データを保持するた

め、浄化槽基本履歴に履歴番号を追加する。 

29 処理方式マスタ  コード内容の定義「5：処理方式」について、以下の処

理方式が抜けている。 

「合併処理浄化槽大臣認定型その他」 

 処理方式マスタに以下を追加する。 

 

「020322合併処理浄化槽大臣認定型その他」 

30 概念データ修正  浄化槽型式名は桁数 6桁となっており、コード値を保

存する仕様になっているが、データ出力されたファイ

ルで判別が困難になる。 

 コードの内容を保存する仕様とする。 

浄化槽基本 浄化槽型式名：文字型 50文字 

31 コード追加  浄化槽基本「指定検査機関コード」及び「保健所コー

ド」がコード一覧に定義されていない。 

 指定検査機関及び保健所コードを作成できるように

する。利用者が修正できるようにファイル管理とす

る。 

32 市町村合併時の

運用手順 

 市町村コードの管理方法が未定である。  市町村コードはファイル管理でなく、DB管理とする。 

 市町村合併等で市町村が変更になった場合、コード修

正及び浄化槽台帳の市町村コードの更新が必要とな

るが、市町村合併時のシステム運用対応については、

別途マニュアルに記載する。 
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表 5-8 管理項目に関する課題と対応方法⑧ 

No. 分類 課題内容 対応方法 

33 概念データ追加  追加した項目のデータ形式が未定である。  以下のデータ形式とする。 

①算定根拠の記入欄：文字型 255文字 

②休止前の清掃の年月日 ：日付型 

③休止の予定年月日：日付型 

④休止の理由：文字型 255文字 

⑤再開の予定年月日：日付型 

⑥消毒剤の撤去年月日：日付型 

⑦消毒剤の撤去者氏名：文字型 100文字 

⑧再開の理由：文字型 255文字 

34 マスタ修正  項目追加及び指導普及調査の集計に対応するため、マ

スタの修正が必要である。 

 「届出区分マスタ」、「処理方式マスタ」及び「廃止

の判断根拠マスタ」を修正する。 
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表 5-9 画面イメージに関する課題と対応方法① 

No. 分類 課題内容 対応方法 

1  画面イメージ  機能要件定義書に記載されている「届出情報登録」画

面には、以下の画面に遷移するためのボタンが存在し

ていない。 

・維持管理情報登録画面 

・工事情報登録画面 

・指導監督情報登録画面 

 「届出情報登録」画面にボタンを追加する。 

2  画面一覧 他  設置申請の情報を入力する画面に、機能選択画面の

「維持管理」ボタンを押して遷移することに違和感が

ある。 

 「維持管理情報登録」、「工事情報登録」、「指導監

督情報登録」のボタンを追加すると、届出情報の登録

画面ではなくなる。画面の名称変更が必要になる。 

 画面及びボタンの名称を以下のとおり変更する。 

○機能選択画面のボタン名 

「維持管理」→「登録」 

 ○画面名 

 「届出情報登録」→「登録」 

○届出情報登録画面のボタン名 

 「浄化槽台帳登録」→「届出情報等登録」 

3  文字表示  コード選択画面にはコードに対する内容が表示され

るが、選択後、画面に遷移すると内容でなくコード値

のみ表示されてしまう。 

 設定されたコード値を画面上に表示するのではなく、

該当する内容を表示する。 

4  日付選択画面  年単位でカレンダーを移動できるようにしてほしい。  年移動可能なカレンダーとする。また、年の移動手順

について、マニュアルに記載する。 

5  ウィンドウサイ

ズ 

 台帳検索ウィンドウや維持管理ウィンドウについて、

ウィンドウサイズを自由に変更できるようにしてほ

しい。 

 ウィンドウサイズを変更できるようにする。ただし、

画面内項目の縮小等はできないようにする。 
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表 5-10 画面イメージに関する課題と対応方法② 

No. 分類 課題内容 対応方法 

6 浄化槽台帳登録

画面レイアウト 

 操作性向上のため、浄化槽台帳登録画面レイアウトを

修正したい。 

 必須項目に下線を引く。 

 浄化槽ポイントの作成ボタンを浄化槽台帳登録画面

へ移動する。（届出情報登録画面のボタン削除） 

 浄化槽ポイント設定時、緯度経度情報を自動入力す

る。 

 ポイントが既に存在する場合、その場所へ移動する

「現在地へ移動」ボタンを追加する。 

7 検索画面  検索画面から遷移する画面／帳票が 6つあり、それぞ

れにボタンがあるが、ボタンによって対象となるデー

タが異なり、利用者にとってわかりづらいと考えられ

る。 

 ボタンごとに「チェックした台帳が対象」、「一覧で

左クリックして選択した行が対象」等の説明を表示す

る。 
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表 5-11 機能に関する課題と対応方法① 

No. 分類 課題内容 対応方法 

1  コード管理機能  下記コードは各自治体で異なるが、更新する機能が存

在しない。 

・浄化槽型式 

・浄化槽メーカ 

・浄化槽工事予定業者名 

・保守点検業者名 

・清掃業者名 

 該当コードは変更されることがある情報であること

を鑑み、業務効率性のために以下の対応を行う。 

【コードをデータベースでなく、ファイルで管理する

しくみとし、画面上はファイルからデータを取得し、

変換して表示する機能を実装する。なお、各ファイル

は自治体が修正・管理することとする。】 

2  台帳登録 /修正

機能 

 届出関係全般の情報が、地図上の浄化槽シンボルを選

択してからでないと登録できないことが不便。 

 「台帳検索⇒地図表示⇒維持管理⇒シンボルクリッ

ク⇒届出履歴⇒各項目入力」と非常に作業が煩雑。 

 自分がクリックした浄化槽が該当の浄化槽であるか

否か、維持管理画面からでは浄化槽情報を参照できな

いため判別が不可能。 

 浄化槽の設置基数が多すぎることもあり、GIS機能の

活用はあまり考えていない。 

 地図上の浄化槽位置を選択せずに情報を登録できる

ようにする。また、情報の追加及び修正時は、検索結

果から台帳修正画面に遷移できるようにする。 

 

3  台帳登録 /修正

機能 

 プロトタイプでは、変更届が変更入力をしなくても登

録でき。また、間違えて入力した場合、修正ができな

かった。 

 台帳保存／届出履歴保存の両画面で保存時に確認メ

ッセージを表示する。（変更届の場合、届出の登録を

忘れずにしてください。等） 

 変更届の情報は修正及び削除できるようにする。 
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表 5-12 機能に関する課題と対応方法② 

No. 分類 課題内容 対応方法 

4  台帳登録 /修正

機能 

 「履歴削除」をクリックした場合、簡単に消すことが

できると、情報を誤って削除する恐れがある。 

 履歴削除操作を実施する場合、二重の確認メッセージ

を表示するようにする。 

5  台帳登録 /修正

機能 

 設置届出書の「処理対象」は、処理方式を選択するこ

とで自動的に「単独又は合併」が入力できると、入力

の手間がなくなりスムーズになってよい。 

 方式名に値を設定した際、「処理の対象」へ値を自動

付与するようにする。 

6  台帳登録 /修正

機能 

 入力エラーにより追加完了できない時に、修正を要す

る箇所が表示されるとよい。 

 登録時、エラーとなった原因を表示するようにする。 

7  台帳登録 /修正

機能 

 使用開始予定年月日は着工予定年月日よりも後にな

ると思うので、誤入力を防ぐために、登録時に注意喚

起の表示が出るとよい。 

 チェック機能にワーニングとして追加する。 

8  台帳登録 /修正

機能 

 プロトタイプでは、届出区分で「使用開始の報告」を

選択しても、管理者名（技術管理者を含む）等の情報

を入力することができなかった。 

 届出の選択によって入力不可とならないようにする。

（変更以外も含む） 

9  検索機能  「人槽（範囲）」、「メーカ型式」、「設置または廃

止届受理日の指定の期間」、「休止中/廃止済」、「建

築用途」、「特定年度の法定検査受検の有無または結

果」で検索したい。 

 検索結果の件数を表示してほしい。 

 「人槽」や「設置・廃止届出があった特定の期間内」

の範囲検索を条件設定できるようにする。 

 「休止中/廃止済」、「建築用途」、「特定年度の法定

検査受検の有無または結果」の検索条件を追加する。 

 検索結果件数を表示するようにする。 
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表 5-13 機能に関する課題と対応方法③ 

No. 分類 課題内容 対応方法 

10  検索機能  期間を指定して、その期間に保守点検が行われた浄化

槽情報を出力できるとよい。指導普及調査の 7条検査

対象件数を算出するため、検索機能等で月ごとの設置

件数を出せるとよい。 

 検索画面で日付指定の箇所については、範囲選択でき

るようにする。 

11  検索機能  未受検者を対象とした受検指導文書を発送するため、

未受検者の絞り込みを行い、その情報を一覧表示でき

ると便利である。 

 日付の検索条件において、指定した範囲に「含まれる」

データの検索に加え、「含まれない」データの検索も

可能にする。 

12  検索機能  字名だけ入力することで検索ヒットできるとよい。 

 検索の方式は前方一致より部分一致の方が使い勝手

がよい。 

 前方一致検索ではなく、部分一致検索による検索を行

う。 

13  検索絞込機能  台帳検索結果から複数選択して、その選択した浄化槽

だけ地図上にシンボルが表示されるようにできると、

例えば指導対象の浄化槽がピックアップできてよい。

（浄化槽を検索し、一覧に表示後、さらに目視チェッ

クによって対象箇所を選定して絞込表示したい） 

 業務効率性を考慮し、選択した浄化槽だけを地図上に

絞り込んで表示する機能を追加する。 

14  出力機能（基本

設計書の修正） 

 システムで出力したデータを保守点検業者や清掃業

者へ渡し、更新してもらった後に台帳を上書き取込す

る運用を考えている。業社ごとの管理対象浄化槽を抽

出し出力できるとよい。 

 当初の基本設計書では全データの一括出力となって

いるため、一括出力画面を検索画面から画面遷移する

ように変更し、検索結果一覧でチェックをつけた台帳

を対象に一括出力するしくみに変更する。 

15  休止浄化槽地図

表示 

 休止届を入力した浄化槽に関するレイヤを設定し、休

止中の浄化槽がわかるようになるとよい。 

 業務効率性を考慮し、休止中の浄化槽を表示できるよ

うに対応する。 
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表 5-14 機能に関する課題と対応方法④ 

No. 分類 課題内容 対応方法 

16  レイヤ削除  レイヤ一覧について、操作上不要なものであれば、表

示されない方がよい。 

 レイヤ一覧にある項目を削除できる機能を追加する。 

17  ログイン機能  台帳修正等の責任の所在を明確にするため、操作者の

特定が必要と考えます。また、操作者ごとにシステム

の利用できる範囲を限定できる権限設定が必要であ

る。 

 セキュリティの観点から、ログイン機能はあったほう

がよい。 

 ログイン機能を追加（ユーザ認証、パスワード設定・

変更、ユーザ情報の管理、画面・ボタンの表示制御、

参照範囲制御）。 

18  指導普及調査集

計機能 

 指導普及調査に対応できる集計システムがあると便

利である。 

 機能を追加（出力されたデータを Excelのピボットテ

ーブルで編集）。 

19  台帳登録機能  台帳作成時、番号が自動採番されるとよい。 

 福島県浄化槽協会のシステムでは ID が自動的に付与

される。IDの桁数については、新規設置基数の多い自

治体では注意が必要である。 

 自治体独自の浄化槽番号は文字列で入力したい。 

 各自治体番号付与のルールが統一されていないため、

文字列入力可能なフリー入力欄で実装する。自動化で

の実装はしない。 

20  台帳登録機能  住所を入力する際に、小字までを選択できるようなシ

ステムにすると市町村にとって便利ではないか。 

 大幅な修正が必要となり、本業務の開発対象外とす

る。 
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表 5-15 機能に関する課題と対応方法⑤ 

No. 分類 課題内容 対応方法 

21  地図検索変換機

能 

 地番情報を入力した際に緯度経度の情報が表示され

ると便利である。 

 設置届に入力した所在地が自動的に地図上に反映さ

れるようにしてほしい。 

 地図上の位置データに基づき、住居表示情報が台帳に

付与されるとよい。 

 自治体ごとに持っている地図データに違いがあり、標

準的な機能として実装が困難なため、開発対象外とす

る。 

 ただし、自動ではないが、手動による変換は QGISの

機能を利用すれば可能なため、手順を操作マニュアル

に記載する。 

22  保守点検業者台

帳 

 神奈川県では、浄化槽台帳とは別に、保守点検業者台

帳を紙で管理している。こちらもシステムへ反映する

ことで、浄化槽の情報を一元管理したい。 

 県独自の要望と考えられ、今年度業務の開発対象外と

する。 

23  写真管理機能  福島県では検査結果を電子データで送付しているが、

不適正の浄化槽については紙の検査結果も添付して

いる。また、検査結果には写真を最低 4枚（異常があ

った場合にはより多く）添付している。添付しない場

合と比べ、不適正の改善率が上昇したため、台帳シス

テムに写真を保存する機能があると便利である。 

 写真管理機能については要件定義書の機能一覧に記

載されておらず、今年度業務の開発対象外とする。 

24  情報一括更新機

能 

 GIS 機能を用いて下水道区域のレイヤと浄化槽設置

場所のレイヤを重ね合わせ、下水道区域内の浄化槽の

情報（DBに登録された情報）を更新したい。 

 下水道区域レイヤの取り込みは可能であり、目視によ

って更新対象となる区画の確認は可能であるが、範囲

内の浄化槽を検索し、一括更新する機能は別途開発が

必要になる。 

25  バックアップ機

能 

 週に1回程度の頻度で定期的にバックアップをとる機

能があるとよい。 

 一括出力機能を活用するとバックアップをとること

が可能なため、操作手順をマニュアルに記載する。 
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表 5-16 機能に関する課題と対応方法⑥ 

No. 分類 課題内容 対応方法 

26  エラーチェック

機能 

 業者に維持管理の情報を CSV ファイルで入力しても

らうことを想定している。その場合、業者がキー項目

となる番号を間違って入力していた場合、一括入力に

おいてエラーチェックが行われる仕様にしたい。 

 

 エラーチェックを行う場合、氏名、住所等を用いて確

認することが考えられる。これらの情報は浄化槽基本

テーブルに保持しており、業者が入力することを想定

している各維持管理関連のテーブルには情報を保持

していないため、エラーチェックできない。 

 一括入力で使用するファイル仕様で、各維持管理関連

のテーブルに加えて、基本テーブルの情報を持たせる

ことでエラーチェックは可能だが、一括入力機能を別

の用途（初期のデータ整備など）で使用する場合は、

項目数が増えて逆に不便になることも考えられるた

め、標準機能としての実装はすべきでないと考えてい

る。 

27  コピー機能  検索結果一覧をコピーして表計算ソフト等に貼り付

けることができると便利だと思われる。 

 クリップボードへのコピーの実装ではないが、一括出

力画面を検索画面から画面遷移するように変更し、検

索結果一覧でチェックをつけた台帳を対象に一括出

力するしくみに変更する。一覧の情報は限られている

ため、こちらの機能を使用することで、より詳細な情

報を出力することが可能となる。 
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5-2-3 試験運用 

 作成した浄化槽台帳システムの機能の検証及び各種マニュアルの内容の充実を図るため、

協力が得られた自治体において試験運用を実施した。Excelファイル形式で電子化された浄

化槽台帳データを収集し、システム導入のためのデータ整備を行ったうえで、対象自治体が

保有する端末に浄化槽台帳システムをインストールし、整備したデータを導入した。試験運

用の内容を以下に示す。 

 

対象自治体：静岡県 

第 1回試験運用：令和 3年 2月 25日（木）実施 

 浄化槽台帳システムのインストール 

 データ導入 

 インストール方法、運用方法、操作方法の説明（マニュアル検証） 

 意見収集 

第 2回試験運用：令和 3年 3月 16日（火）実施 

 浄化槽台帳システムの更新（ログイン機能、指導普及調査に対応した

集計機能の付加、データ出力速度の向上） 

 追加機能の検証 

 削除バッチの適用検証 

 意見収集 

 

 試験運用で明らかになった課題及び対応方法を表 5-17～5-19に示す。 

 

表 5-17 試験運用で明らかになった課題と対応① 

No. 課題 対応 

1 DVDに収められているインストーラ等は、デスクトップにコ

ピーしてから作業することとなっているが、インストールマ

ニュアルにその記載がない。 

インストールマニ

ュアルの修正 

2 QGISインストールでエラーとなった。 

3 インストールマニュアルp.3「PostgreSQLインストール作業」

の途中で設定するパスワードの入力箇所を図上で示して分か

りやすくしてほしい。 

4 インストールマニュアルp.3「PostgreSQLインストール作業」

の途中で「チェックを外す」箇所があるが、図上で示して分か

りやすくしてほしい。 
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表 5-18 試験運用で明らかになった課題と対応② 

No. 課題 対応 

5 インストールマニュアル p.5「データベース構築作業」の「う

まくいかない場合」の解説について、１～３の順番に沿って試

みるのか、いずれかの方法で試みるのかが分からなかった。 

インストールマニ

ュアルの修正 

6 マスタコードの作成は、運用開始後も発生するため、初期導入

編以外に運用・保守・メンテナンス編にも必要ではないか。 

運用マニュアルの

修正 

7 異なるメーカで同一名称の型式があるため、浄化槽型式名の

コード表を作成する際は、「メーカ_型式」としたほうがよい。 

8 浄化槽台帳システムに一括削除機能が存在しないため、誤っ

たデータを一括で取り込んでしまったときに、一括削除する

ことができるようにしてほしい。 

一括削除バッチの

配布、運用マニュ

アル、操作マニュ

アル（台帳管理編）

の修正 

9 「不適正の原因」の検索を行う際の注意点を示したほうがよ

い。（指定検査機関からの報告の様式、マスタの変更、検索方

法等） 

運用マニュアル別

紙の修正 

10 検索画面の検索条件について、簡易タブにある市町村が設置

場所と設置者住所のどちらを対象としているのか分かりづら

かった。 

操作マニュアル

（台帳閲覧／出力

編）の修正 

11 業者名で検索する際は日付を指定しないと過去に異なる業者

が実施していた場合、その業者名も検索してしまうのではな

いか。 

12 維持管理情報の管理フローについて、保守点検・清掃の情報を

収集し、そこに県独自の浄化槽番号を付与し、各業者に対して

それぞれが管理している浄化槽の情報を返す。その後は、県独

自の浄化槽番号を付けて維持管理の実施状況を報告してもら

う予定である。 

操作マニュアル

（台帳管理編）の

修正 

13 新規設置の浄化槽や業者が変更された浄化槽の維持管理情報

は、県独自の浄化槽番号が記載されずに報告されるが、これら

の浄化槽が非常に多い。 

14 浄化槽基本履歴テーブルには、一括取り込みされた情報が反

映されない。 

15 誤って登録ボタンを押した場合のキャンセルや削除の方法を

示してほしい。 
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表 5-19 試験運用で明らかになった課題と対応③ 

No. 課題 対応 

16 出先機関から法定検査機関にデータを共有し、その結果を本

庁に集約してデータ統合を行う際に問題が生じるのではない

か。 

操作マニュアル

（台帳管理編）の

修正 

17 一括入力プロセスの途中でチェック終了のメッセージが出る

が、これは無くてもよいのではないか。 

プログラム仕様変

更 

18 機能選択画面の登録ボタンを間違えて押した際にキャンセル

できるようにしてほしい。現在は、「いいえ」や「×」をクリ

ックしても編集モードに移行してしまう。 

19 画面サイズを 1,280×1,024に設定した場合、検索画面の右端

が見切れてしまう。 

20 データ出力後、2行になって出力されてしまう台帳情報が存在

した。 

21 届出情報等登録画面で情報登録後、メッセージに「登録されま

した。届出の登録も忘れずにしてください。」と表示される

が、どのような操作をしたらよいかわからなかった。 

22 届出情報等登録画面で情報登録後、メッセージに「登録されま

した。届出の登録も忘れずにしてください。」と表示される

が、どのような操作をしたらよいかわからなかった。 

23 2件目の法定検査情報を登録するとエラーとなってしまった。 

24 立入年月日を未入力の状態で保存したときにでるメッセージ

が立合年月日となっていた。 

25 アドレスマッチングの精度が高いポイントのみ地図上に表示

することは可能か。 

なし（ユーザによ

る対応を想定） 

26 自治体で BODを使用した検索用途がないように思える。適正

か不適正かで判断する。 

27 現在のシステムで補えない所は、DBから直接データを取り出

して対応することも可能であるか。 

28 検索結果一覧に浄化槽管理者の項目がほしい。 

29 廃止の浄化槽台帳のみを検索したい。 

30 データ出力機能で出力された CSVファイルについて、業務上

今の順番で影響はないが、どのような順番で出力されるか。 

 

5-2-4 各種マニュアルの作成 

浄化槽台帳システムの試験運用で得られた意見を反映させ、使用マニュアル等を修正し
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た。以下に電子媒体で納品した使用マニュアル等の一覧を示す。 

 インストールマニュアル（ソフトウェアのインストール方法/データベース構築方法/プ

ラグイン（浄化槽台帳システム）設定方法） 

 運用マニュアル（初期導入作業方法/運用・保守・メンテナンスの方法/データ仕様） 

 操作マニュアル（台帳管理（登録、修正）方法/台帳閲覧方法/出力方法等） 

 要注意事項（CSV ファイルの取り扱い方法） 

 付録（カスタマイズ例） 

 

5-2-5 環境省版浄化槽台帳システムの課題 

 ヒアリング調査で収集した浄化槽台帳システムに対する要望のうち、今年度業務で浄化

槽台帳システムに実装できなかった事項は今後の課題となり、台帳システムの利用者であ

る自治体により、必要に応じてカスタマイズされることが想定される。以下に、環境省版浄

化槽台帳システムの課題を示す。 

 

【管理項目に関する課題】 

 保守点検記録票の水質項目を入力する欄が用意されていない。 

 

【機能に関する課題】 

 住所入力の効率を向上させる余地がある。（小字までを選択できるようなシステムにす

ると効率が向上すると考えられる。） 

 自動化されたアドレスマッチング機能が実装されていない。（地番情報から緯度経度情

報を取得できる、文字列で設置場所を入力すると地図上にポイントが自動反映される、

地図上の位置データから設置場所（住居表示）を読み込み、台帳に反映される） 

 写真等の画像を保存・管理する機能が実装されていない。 

 自動バックアップ機能が実装されていない。 

 データの一括入力を行う際のエラーチェック機能（キー項目となる番号の誤りをチェ

ックする機能）が実装されていない。 

 検索結果一覧をコピーして、エクセルファイル等に貼り付けるためのクリップボード

へのコピー機能が実装されていない。 

 

5-2-6 提出物 

 浄化槽台帳システム及び関連する文書として以下の成果物を電子媒体で納品した。 

 プロジェクト計画書（事業者の範囲） 

 基本設計書 

 詳細設計書 

 テスト計画書（結合） 
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 テスト計画書（総合） 

 ソースプログラム 

 実行形態プログラム 

 操作マニュアル 

 運用マニュアル 

 構築業務報告書 

 

5-3 浄化槽台帳システムの普及展開に向けた検討 

5-3-1 調査の目的及び内容 

 本業務で作成する浄化槽台帳システムを多くの自治体において利用してもらうため、都

道府県や市町村、指定検査機関に対してヒアリングを行い、浄化槽台帳システム導入に当た

っての課題や台帳項目や画面イメージに関する要望等について情報収集を行った。また、ヒ

アリングで抽出された課題については、解決策を検討した。 

 ヒアリングに使用した資料・ツール及びヒアリング項目を以下に示す。 

 

【ヒアリングに使用した資料・ツール】 

 基本設計書 

 環境省版浄化槽台帳システムの概要（導入・運用方法、画面イメージ） 

 台帳項目一覧 

 機能一覧 

 環境省版浄化槽台帳システムプロトタイプ 

 

【ヒアリング項目】 

 環境省から無償配布される浄化槽台帳システムの活用について 

 浄化槽台帳システムの導入・運用について 

 環境省版浄化槽台帳システムの管理項目について 

 環境省版浄化槽台帳システムの機能及び画面イメージについて 

 その他 

 

5-3-2 調査対象自治体等 

 ヒアリング対象として、今後導入する浄化槽台帳システムの候補の 1 つとして、本業務

で作成する浄化槽台帳システムを想定している都道府県及び市町村（4自治体）に加え、現

在、自治体の浄化槽台帳の管理業務を受託している指定検査機関（1機関）を選定した。ヒ

アリング調査対象を表 5-20に示す。 

 

 



37 

 

表 5-20 ヒアリング調査対象 

対象 日程等 

神奈川県 実施日：令和 2年 9月 16日（水） 

場 所：神奈川県庁日本大通 7ビル 

対応者：関根、福田（健康医療局生活衛生部生活衛生課）、森（総務局 ICT

推進部 ICT・データ戦略課） 

調査者：濱中、澤村（（公財）日本環境整備教育センター）、システム構

築業務再委任先 4名 

静岡県 実施日：令和 2年 9月 28日（月） 

場 所：静岡県庁 

対応者：三原、渡邉、伏見（くらし・環境部 環境局 生活環境課 大気水質

班） 

調査者：濱中、澤村（（公財）日本環境整備教育センター）、システム構

築業務再委任先 3名 

福島県（指定

検査機関） 

実施日：令和 2年 10月 7日（水） 

場 所：教育センター、福島県浄化槽協会（Web） 

対応者：鴫原、須藤（公益社団法人福島県浄化槽協会） 

調査者：髙橋、澤村（（公財）日本環境整備教育センター）、システム構

築業務再委任先 3名 

豊橋市 実施日：令和 2年 10月 9日（金） 

場 所：豊橋市役所 

対応者：小柳津、田中、三ツ矢（環境部廃棄物対策課） 

調査者：濱中、澤村（（公財）日本環境整備教育センター）、システム構

築業務再委任先 2名 

千葉県 実施日：令和 2年 10月 12日（月） 

場 所：千葉県庁南庁舎 

対応者：髙山、小西（環境生活部水質保全課浄化槽班） 

調査者：濱中、澤村（（公財）日本環境整備教育センター）、システム構

築業務再委任先 3名 

 

5-3-3 ヒアリング調査結果 

 各自治体等へのヒアリング調査結果を、浄化槽台帳システムの製造・設計及び台帳システ

ムの操作マニュアルに反映させ、作成する浄化槽台帳システムの利便性の向上を図った。 

各自治体等へのヒアリング調査結果の詳細は別添資料に示す。 
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5-4 浄化槽台帳システムの整備導入マニュアルの改訂に関する検討 

 浄化槽法改正により、浄化槽台帳に関する規定が制定されたこと及び環境省版浄化槽台

帳システムを無償配布すること等を踏まえ、「浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル

（第 2版）」の改訂について検討を行った。「浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル（第

2版）」からの主な改訂箇所及び改訂内容を表 5-21～5-22に示す。なお、以下に示した内容

のほか、文言の修正や参照 URLの修正等を行った。 

 

表 5-21 浄化槽台帳システムの整備導入マニュアルの主な改訂内容① 

マニュアル

のページ 
改訂内容 

1  浄化槽法改正に伴い浄化槽台帳に関する規定が制定されたことを追記。 

 環境省版浄化槽台帳システムの作成を踏まえてマニュアルを改訂したこ

とを追記。 

2  図を修正。 

5  浄化槽台帳の法的根拠及び浄化槽台帳への記載内容を追加。 

 マニュアルの対象を変更。（「指定検査機関」を削除。） 

6  浄化槽台帳のシステム化に関する方針を追加。 

10  災害推計への GIS活用例を追加。 

12  浄化槽台帳システム整備で期待される政策に「維持管理の高度化（ビッグ

データ活用等）」を追加。 

13  行政目的 5の名称を変更。 

 行政目的から「下水道部局との連携」を削除。 

 行政目的に「公共浄化槽の長寿命化」を追加。 

14  行政目的 5の名称を変更。 

 行政目的から「下水道部局との連携」を削除。 

 行政目的に「公共浄化槽の長寿命化」を追加。 

 基本情報の追加及び根拠の修正。 

15  フロー中の「浄化槽管理者の変更の報告」及び「浄化槽変更届出書」の位

置（提出のタイミング）を修正。 

 フローに休止・再開の届出、保守点検・清掃の実施状況を追加。 

19  行政目的 5の名称を変更。 

20～21  行政目的 5の名称を変更。 

 行政目的から「下水道部局との連携」を削除。 

 行政目的に「公共浄化槽の長寿命化」を追加。 

 管理項目を精査。（保持する必要がある最低限の項目を明確にした。） 
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表 5-22 浄化槽台帳システムの整備導入マニュアルの主な改訂内容② 

マニュアル

のページ 
改訂内容 

  「（４）管理項目と情報源」を削除。（既に他の箇所に記載されており、重

複を避けるため。） 

23  図を修正。 

26  行政目的 5の名称を変更。 

 行政目的から「下水道部局との連携」を削除。 

 行政目的に「公共浄化槽の長寿命化」を追加。 

27～28  フロー中の「浄化槽管理者の変更の報告」及び「浄化槽変更届出書」の位

置（提出のタイミング）を修正。 

28～30  浄化槽台帳システムの運用主体に関する記述を追加。 

 フロー中の「浄化槽管理者の変更の報告」及び「浄化槽変更届出書」の位

置（提出のタイミング）を修正。 

 フローに休止・再開の届出、保守点検・清掃の実施状況を追加。 

31～35  浄化槽台帳に「届出情報」、「法定検査結果」、「保守点検及び清掃の実施状

況」を関連付けして一元管理することを想定し、各情報の突合及び精査方

法の例を追加。 

35  「改正浄化槽法に関する施行通知」に基づき、情報精査後の処置の考

え方及び浄化槽台帳に関する事務の委託について記述。 

  「住所精査の手順案」を削除。（p.30～33の内容との重複を避けるため。） 

39～40  データベーステーブル分けの例を「浄化槽基本履歴」テーブルを追加した

図に修正。 

 「キー」の用語解説を追加。 

46  「④タブレット端末での表示機能」を削除。 

53  第 3章の題名を「浄化槽台帳システムの仕様例」に修正。 

 システム構築業務仕様書（例）を示した目的を修正。 

65～72  環境省版浄化槽台帳システムのデータベーステーブル仕様に差し替え。

（「浄化槽基本履歴」テーブルを追加したため、p.65の文章を一部修正。） 

75  参照サイトのレイアウトが変更されているため、図を修正。 

  「コード化の例」を削除。 

79～87  環境省版浄化槽台帳システムのコードに差し替え。 

  「台帳システム導入方法の相違による特徴」を削除。 

94～95  「（７）地方自治体における情報セキュリティ対策の抜本的強化」を追加。 

96～97  環境省版浄化槽台帳システムの概要を追加。 
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６ 浄化槽に関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討 

 

6-1  目的及び検討の概要 

6-1-1 目的 

浄化槽の維持管理に資する保守点検記録等の活用手法及び浄化槽の遠隔監視技術を活用

した管理の高度化等に関する検討を行い、浄化槽維持管理におけるデータ活用による高度

化及び効率化を促進する。 

 

6-1-2 検討の概要 

(1) 浄化槽の維持管理に資する保守点検記録等の活用手法に関する検討 

浄化槽の保守点検及び清掃の記録等のデータを活用し、維持管理作業による浄化槽の処

理機能の改善効果、保守点検等の状況の確認に求められる情報項目について調査した。ま

た、浄化槽管理の高度化及び効率化をはかるためのデータ解析手法について実際の合併処

理浄化槽に関するデータを用いて検討を行い、維持管理の高度化及び効率化に資する事例

集としてまとめた。 

 

(2) 浄化槽の遠隔監視技術を活用した管理の高度化等に関する検討 

中大型浄化槽については、IoT 等の遠隔監視技術を活用した浄化槽も市場に出ている。

IoT 等の遠隔監視技術を活用した浄化槽について情報収集をするとともに、維持管理の効

率化について検討を行った。また、浄化槽管理の高度化及び効率化については、画像監視

技術や水質の常時モニタリング等の技術の応用が考えられることから、これらの技術につ

いて情報収集するとともに浄化槽への適用可能性について検討を行う。 

 

6-1-3 ＷＧによる検討 

 これらの検討はＷＧを設けて行った。以下に開催日時、委員等を示す。 

 ＷＧの議事録を別添資料に示す。 

1) 開催日時 

  第１回：令和２年 10月５日（月） 13:30～16:30 

  第２回：令和２年 11月５日（木） 13:30～16:30 

  第３回：令和２年 12月７日（木） 13:30～16:30 

  第４回：令和３年 ２月９日（火） 13:30～16:30 

 2) 出席状況(敬称略) 

第１回 委員 ：岩堀恵祐（主査）、小川浩、後藤雅司、石橋憲明、昇広文、尾崎弘明 

(欠席) ：なし 

   環境省：白石萌美、田中文昭 

事務局：仁木圭三、濱中俊輔、武田文彦、澤村尚吾 
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第２回 委員 ：岩堀恵祐（主査）、小川浩、後藤雅司、石橋憲明、昇広文、尾崎弘明 

(欠席) ：なし 

     環境省：山本泰生、白石萌美 

事務局：由田秀人、仁木圭三、濱中俊輔、武田文彦、髙橋悟、大石真弓、 

澤村尚吾 

第３回 委員 ：岩堀恵祐（主査）、小川浩、後藤雅司、石橋憲明、昇広文、尾崎弘明 

(欠席) ：なし 

     環境省：山本泰生、白石萌美 

事務局：由田秀人、仁木圭三、濱中俊輔、武田文彦、髙橋悟、大石真弓 

第４回 委員 ：岩堀恵祐（主査）、後藤雅司、石橋憲明、昇広文、尾崎弘明 

(欠席) ：小川浩 

   環境省：山本泰生、白石萌美 

事務局：由田秀人、仁木圭三、濱中俊輔、武田文彦、大石真弓、澤村尚吾 

 

6-2  浄化槽の維持管理に資する保守点検記録等の活用手法に関する検討 

6-2-1 維持管理作業による浄化槽の処理機能の改善効果、保守点検等の状況の確認に求め

られる情報項目 

 保守点検業務では、それぞれの

浄化槽が効率的な維持管理が行

われ、また、処理機能に不調を生

じることがないように、業務計画

の立案から必要事項の点検・保

守・清掃の実施時期の見極めや、

破損した浄化槽の修繕等を行っ

ている。 

 これらの保守点検業務におけ

る判断に用いられる情報として

は、保守点検の結果記録だけでな

く、清掃や法定検査の結果も活用

されている。また、性能評価型の

浄化槽においては、各型式の浄化

槽に関する技術情報(6-2-4⑨～

⑫に例示)も保守点検業務を高度

化及び効率化するために重要に

情報となっている。 

 清掃及び保守点検で一般的に

表-1 小型浄化槽清掃の記録票 
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記録されていると考えられるデータ項目として、例えば「浄化槽の維持管理（公財日本環

境整備教育センター出版）」に例示されている項目がある。小型浄化槽用の清掃の記録票

を表-１に、保守点検の記録票を表-２に示す。なお、中・大型浄化槽については機器が数

多く設置されていることから、機器の稼働状況、電流値、絶縁抵抗値等の点検項目が追加

される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-2 小型浄化槽保守点検の記録票 
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6-2-3 合併処理浄化槽に関するデータを用いた検討浄化槽管理の高度化及び効率化を 

はかるためのデータ解析手法の検討 

 浄化槽管理の高度化及び効率化をはかるためのデータ解析手法の検討にあたり、実際に

稼働している浄化槽から得られる実データ用いるものとした。これらのデータを用いて、

浄化槽の保守点検の高度化及び効率化に資する技術情報(データの活用事例)を示すことを

目標とし、データ項目ごとあるいは関連する複数データについて統計処理やデータの見え

る化(図式化)による効果を検討し、効果的なコメント例についても検討を行った。 

上記検討に用いたデータは、合併処理浄化槽の保守点検及び清掃の記録、(公財)日本環境

整備教育センターが過去 10 年間に、指定検査機関が実施している７検査結果等から収集と

したデータとした。 

 

6-2-4 維持管理の高度化及び効率化に資する事例集 

  保守点検で得られる情報(点検項目ごとの結果等)を用い、その結果を解析あるいはデータ

の見える化を行うことにより保守点検の高度化及び効率化に資する事例を取りまとめた。

以下に事例の項目を示す。 

① 適正な塩素剤補充量を推定するための塩素剤の補充量・水道メーターの値の活用 

② 接触ばっ気槽の逆洗時期を推定するための各単位装置流出水の透視度等の活用 

③ 水位の異常な上昇及び処理水質の低下を防ぐための水位及び透視度の活用 

④ 清掃時期を判断するためのスカム厚・堆積汚泥厚の活用 

⑤ 適切な循環水量の調整を行うための循環水量の測定値の活用 

⑥ 処理水のBOD及びT-Nを推測するためのNH4-N、NOX-Nの測定値の活用 

⑦ 配線設備の異常を未然に防ぐための絶縁抵抗値・電流値等の活用 

⑧ ブロワの異常を早期に知るための電流値等の活用 

 

また、近年設置される浄化槽は性能評価型が一般的であり、浄化槽の構造が多様化して

いる。そのため、各型式(各処理方式)ごとの処理機能の特徴(水温、人員比等、処理機能に

影響する要素の変化に対する対応性)を理解しながら保守点検を行うことは、保守点検業務

の高度化及び効率化において重要である。7 条検査結果における処理水 BOD、水温、人員

比等のデータを用いてデータ解析し、浄化槽管理士に情報提供すると有効であると考えら

れるデータ活用事例についても以下に示す。 

⑨ 処理水BODを推定するのための処理水透視度の活用 

⑩ 処理水BODを推定するための水温、人員比及び運転経過日数の活用 

⑪ 処理水BODを推定するための人員比等の活用 1 

⑫ 処理水BODを推定するための人員比等の活用 ２ 
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6-3  浄化槽の遠隔監視技術を活用した管理の高度化等に関する検討 

 

 規制改革実行計画（７月１７日閣議決定）において、遠隔監視技術の活用による大型浄

化槽の保守点検頻度緩和について、「環境省は、遠隔監視技術を用いた大型浄化槽の保守

点検頻度の見直しについて、技術的な検証を行い、技術的な回答を得る【令和２年度結論】」

と実施事項が位置づけられた。これを踏まえ、本業務において、成長戦略ＷＧでの議論の

前提となった「流量調整槽を有する大型浄化槽について、遠隔監視技術を用いた場合に、

現行の２週間に１回の保守点検頻度を、１ヶ月に１回に緩和することは、技術的に可能か」

という前提条件のもと、有識者を交えた検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規制改革実行計画（令和２年７月 17日閣議決定） 

 

6-3-1 既に実用化されている IoT 等の遠隔監視技術を活用した浄化槽の現状の整理 

  既存の遠隔監視技術を活用した浄化槽の例としては、中・大型膜分離活性汚泥方式の浄

化槽において膜分離装置のろ過圧と流量調整槽・膜分離槽の水位を遠隔監視するものの他、

一部の農業集落排水処理施設において流入汚水量や処理水の透視度等の水質を遠隔監視す

るものがある。 
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 遠隔監視による異常発生時の通報の方法としては、浄化槽に付帯するポンプや電気・機

器類の異常を電子メール等により遠隔の保守点検担当者等に通報するシステムが中・大型

浄化槽を中心に実用化されており、ブロワの異常時に制御盤や機器本体に備えられたブザ

ー等やランプの点灯により異常を知らせるものが、小型から大型の浄化槽に実用化されて

いた。 

 

6-3-2 遠隔監視の有用性、実用化事例、既往研究の整理 

 遠隔監視を行うことにより、監視する事項を従来の巡回管理に比べ、その変化をリアル

タイムに現地へ移動することなく知ることができ、監視する部分の点検業務が高度化され

るものといえる。また、現地に移動することが少なくなる分、保守点検業務の効率化がは

かられる。 

機器類のほか、単位装置の機能状況を把握するためには、処理水質や生物反応槽の水質

の変化を知ることができる遠隔監視が求められるものと考えられる。水質等の計測器を調

査し、浄化槽のほか、他の排水処理施設で実用化されているものを含めて実用化されてい

るものを以下に示す。 

 

【実用化されている水質等の自動計測機器】 

・処理水 

pH 計、SS 計、濁度計、透視度計、COD(主に UV 計)計、T-N計、T-P計 

・生物反応槽 

DO 計、pH 計、MLSS 計(活性汚泥法)、アンモニア性窒素濃度計、ORP 計、汚泥界面計(回

分式活性汚泥法のばっ気槽、沈殿槽) 

 

 また、浄化槽に関して維持管理の高度化あるいは効率化に資する画像監視技術や収集デ

ータの評価手法等の研究報告について情報収集したところ、全国浄化槽技術研究集会にお

いて IoTの活用による遠隔監視に関する研究発表があった。その概要を表-３に示す。 

 なお、カメラによる画像監視(第１回ＷＧ資料９)については、浄化槽管理士が目視によ

り点検する事項が多いことから浄化槽管理士が理解しやすい等の利点があると考えられる

が、既成の監視カメラでは確認した部分への照明設備の付加、耐環境性能及び通信費を含

めたコストにおいて課題があるものと考えられた。実用化という点においては、耐久性及

びコストは重要な要素であり、監視カメラのようにこれまでの計測方法と異なっている新

規センサや従来のセンサにおいても耐環境性能及びコストメリットに優れたセンサの開

発・実用化は強く望まれるものである。 
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平成26年 

 

第28回 

ICTの有効利用による法定検査業務効率
の改善 

 

清水ほか 

モバイル端末の活用による効果及びBOD測定器との
データ連携による業務の効果について検討した。 

平成27年 第29回 
水温の変化に対する浄化槽の水質検査
項目等の遅延現象に関する考察 稲村ほか 移動平均値と水質に関係について検討した。 

 

平成28年 

 

第30回 

使用及び維持管理状況から見た小型合
併処理浄化槽の処理機能への影響因子 

 

塩澤ほか 

人員比と処理水BODの関係、NH4-NとBODの関係等
を解析した。 

 

平成29年 

 

第31回 

撮像素子による浄化槽目視点検項目の
数値化・モニタリングに関する研究 

 

仁木ほか 

二次処理装置のカメラ画像により解る機能の状況と
目視点検項目を数値化する技術について報告した。 

 

平成29年 

 

第31回 

 

浄化槽内の遠隔長期観測システムの開
発と槽内状況の把握への対応 

 

国生 

小型浄化槽に適用できるカメラシステムを試作し、こ
れにより得られる機能状況に関する事項について報
告した。 

 

平成29年 

 

第31回 

 

音声認識を活用した浄化槽維持管理シス
テムの取組みについて 

 

東ほか 

保守点検記録用電子端末に音声入力システムを組み
合わせるため、既存音声入力システムの精度に関す 
る検討を行った。 

 

 

平成30年 

 

 

第32回 

 

福島県における小型合併処理浄化槽の
破損及び補修の現状 

 

 

棚木ほか 

保守点検記録及び清掃の記録データを活用し、浄化
槽の使用年数や型式の違いによる破損の発生確率 
等を解析した。(保守点検記録の活用支援ツールに発
展する可能性あり) 

 

平成30年 

 

第32回 

 

処理水の性状に着目した水質悪化施設 
の原因究明フローの構築と早期改善への
取り組みについて 

 

中島ほか 

 

透視度、GR、臭気、DOから水質悪化の主要因を特定
するフローの作成及びその検証を行った。(保守点検
記録の活用支援ツールに発展する可能性あり) 

 

平成30年 

 

第32回 

 

IoTを活用した農業集落排水施設の運転
管理 

 

木村ほか 

保守点検記録を自動処理するとともに、現場と事務所
にいる技術者の情報共有と運転調整の支援に関する
検証を行った。 

 

令和元年 

 

第33回 

ICTを活用した農集施設の省エネ化～必
要酸素量ODに見合ったばっ気槽管理～ 

 

木村ほか 

点検結果から必要ばっ気量を開発したソフトで計算さ
せることにより、容易に消費電力量を削減することが
できた。 

 

6-3-3 中・大型浄化槽の保守点検頻度の実情の調査および保守点検頻度緩和可能性の検討 

 中・大型浄化槽の保守点検作業及び頻度の実状について、一般社団法人全国浄化施設保

守点検連合会会員及び一般社団法人浄化槽システム協会会員から情報収集するとともに、

既存型式浄化槽を遠隔監視した場合に設計上想定される保守点検頻度について、一般社団

法人浄化槽システム協会会員から情報収集した(第１回ＷＧ資料８)。収集した情報に基づ

き、遠隔監視技術を活用した場合の保守点検頻度緩和の可能性について検討を行った。 

沈殿分離槽や嫌気ろ床槽が前置された生物膜法による中・大型浄化槽の保守点検頻度は

３か月に 1 回以上であるが、遠隔監視を行ったとしても生物反応槽の逆洗作業等の保守作

業の頻度を軽減することが困難であると考えられる施設があると考えられた。また、活性

汚泥法による浄化槽の保守点検では、活性汚泥の濃度や性状を管理するために保守点検頻

度を緩和することは困難であるものと考えられた。 

一方、流量調整槽が前置された二次処理装置の保守点検頻度は、沈殿分離槽や嫌気ろ床

槽が前置された浄化槽の場合と同程度であり、前処理設備、流量調整槽及び汚泥処理設備

表-３ 全国浄化槽技術研究集会における過去 5年間の IoTの活用による遠隔監視に関する研究

発表 
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の機能状況が確認できるのであれば、1回/２週以上となっている保守点検頻度を 1回/月以

上には緩和できる可能性があるものと考えられた。これらのことから、本検討では流量調

整槽が前置された生物膜法の浄化槽を対象として遠隔監視に関する検討を行うこととした。

以下に流量調整槽が前置された中・大型浄化槽の保守点検の実施事項を図-1に示す。 
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6-3-4 遠隔監視により保守点検頻度の緩和が可能となる浄化槽の条件の検討 

 検討対象とした流量調整槽が前置された生物膜法の浄化槽について、該当する既設の構

造例示型及び性能評価型の浄化槽について、遠隔監視により保守点検頻度を１回/月とする

ことが構造上可能であるかについて検討した。 

その結果、上記の浄化槽については汚泥処理設備の汚泥貯留量は２週間分程度で設計さ

れている場合が多いこと、清掃の際には保守点検担当者が立会っている場合が多いこと、

前処理設備に設けられている自動式スクリーンから発生するし渣がし渣かごに蓄積される

設計となっているものは、し渣かごのし渣貯留能力が１か月分に満たないものが多いこと

が明らかとなった。また、性能評価型のなかには構造例示型と同様に汚泥貯留設備が処理

フローの系外に配置されたもの型式があり、このようなものについては、１か月に１回の

保守点検で性能維持が可能であるか実証実験で確認することが望ましいものと考えられた。 

これらのことから、遠隔監視により保守点検頻度の緩和が可能となる浄化槽の条件とし

ては、以下の条件を満たしている必要がある。①構造例示型で流量調整槽が前置され、汚

泥処理設備の汚泥貯留能力が１か月分以上となっている浄化槽、②性能評価型で構造例示

型と同様に流量調整槽が前置され、余剰汚泥の貯留処理設備の汚泥貯留能力が１か月分以

上となっている浄化槽、③自動式スクリーンのし渣がし渣かごに蓄積されるものについて

は、し渣かごのし渣貯留能力が 1 か月分以上である浄化槽 

※構造例示型と同様に汚泥貯留設備が処理フローの系外に配置されたもの以外は、１か

月に１回の保守点検で性能維持が可能であるか実証実験で確認することが望ましい。 

 

6-3-5 遠隔監視で必要となる遠隔監視項目とそのアウトプット 

(1) 検討した監視項目 

 遠隔監視すべき項目か、保点回数を軽減できるか、その他対応するセンサ、必要な計測頻度、

計測表値示の必要性と方解法析、警報出力の必要性(第 2 回 WG 資料 5)を、カメラによる遠隔監

視及び実用性も考慮して検討を行った。 

以下に監視対象とした設備・単位装置の点検項目を示す。 

１)汚泥処理設備 

・汚泥濃縮貯留槽 

①スカム厚・堆積汚泥厚、②水位、③脱離液の状況、④撹拌装置の状況 

・汚泥濃縮槽・汚泥貯留槽 

①スカム厚・堆積汚泥厚、②水位、③脱離液の状況、④撹拌装置の状況 

２)前処理設備 

①し渣量、②スクリーンの閉塞の状況、③沈砂槽や水路の堆積物の状況 

３)調整槽(機器の作動時状況を除く) 

①水位、②フロートスイッチ・ケーブルの付着物、③撹拌・堆積汚泥の状況、 

④脱離液、⑤移送水量 
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(2) 遠隔監視で最低限必要となる遠隔監視項目とそのアウトプット 

 対象とした浄化槽で最低限必要な遠隔監視項目を絞り込み、監視する事項及び計測結果

のアウトプットの方法を取りまとめた。また、実用化に向け、浄化槽管理士に対する遠隔

技術の伝承の必要性等、関連する課題等についても検討し、「浄化槽の遠隔監視技術を活用

した管理の高度化等に関する検討会提言(遠隔監視により保守点検頻度を緩和できる浄化槽

と実用化について)」として取りまとめた。以下にこれを示す。 

 

浄化槽の遠隔監視技術を活用した管理の高度化等に関する検討会提言 

 

【遠隔監視により保守点検頻度を緩和できる浄化槽と実用化について】 

 

1-1 はじめに 

 近年は、様々な業務において IT や IoT の技術を取り入れ、業務の効率化や業務の信頼性

の向上を目指すことが求められている。浄化槽維持管理においても業務の効率化及び信頼

性の向上を目指し、早急に実現可能な IoT 技術を取り入れた浄化槽システムとして遠隔監

視システムを搭載した浄化槽の維持管理を含む検討を行った。 

 

 遠隔監視の導入による保守点検頻度の軽減について 

 遠隔監視を導入することで、現場の点検作業を行わなくても遠隔地から機器類の稼働や

処理機能を一部が確認できるため、浄化槽管理士の移動時間を軽減できる効果が期待でき

る。一方、遠隔監視システムで異常やトラブルが確認された場合には、想定した頻度に係

わらず現場へ行き、随時、迅速に対応することは必要となるが、現在の浄化槽において、

一次処理装置に沈殿分離槽が設けられた浄化槽の保守点検頻度に対し、流量調整槽が設け

られた浄化槽の保守点検頻度は高く、流量調整槽が設けられている浄化槽に遠隔監視シス

テムを搭載することにより、保守点検の効率化が期待される。 

 そこで、流量調整槽が前置された浄化槽を対象として、遠隔監視システムのコスト及び

そのシステムを使った保守点検の費用対効果を念頭に、実現可能な遠隔監視システムの必

要条件等について検討を行った。 

 

1-2 遠隔監視導入により保守点検頻度が軽減できる浄化槽 

 既設浄化槽の稼働状況から検討した結果、沈殿槽を用いる活性汚泥法の浄化槽は、ばっ

気槽の DO 及び MLSS 濃度の調整、沈殿槽の汚泥管理の実情から保守点検頻度を１か月に

１回程度に緩和することは困難であると考えられ、遠隔監視による保守点検頻度緩和の対

象外であると判断した。一方、流量調整槽が前置された生物膜法による浄化槽は、保守点

検の実状から遠隔監視の内容及び汚泥の貯留能力等によっては、おおよそ 1 か月に 1 回程
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度の保守点検で処理機能の維持が可能であると考えられたことから、遠隔監視による保守

点検頻度の軽減ができる対象は、流量調整槽が前置された生物膜法による浄化槽とした。 

 

1-3 遠隔監視により保守点検頻度の緩和が可能な浄化槽の保守点検頻度 

   既設浄化槽の運転状況から、流量調整槽が前置されている生物膜法の構造例示型浄化槽

は、沈殿分離のタイプに比べて自動スクリーン装置、汚水移送ポンプ及び計量装置などの

機器設備が付加され、二次処理への移送量を適宜行う必要がある。このような実態から最

低でも１か月に１回の保守点検が必要であると考えられた。また、この保守点検頻度では、

いくつかの課題(1-5)があるものの、遠隔監視による保守点検頻度は少なくとも 1 か月に 1

回で実施されるものとし、その場合に最低限必要となる遠隔監視項目を検討した。 

 

1-4 遠隔監視項目の検討の基本的な方針 

 遠隔監視を行った場合の保守点検頻度及び監視項目についての基本的な方針は、以下に

示すとおりとした。 

【遠隔監視した浄化槽の保守点検頻度】 １か月に１回 

【遠隔監視する項目】流量調整のタイプが沈殿分離のタイプと構造が異なる部分等の保守

点検が１か月の１回で処理機能の維持が可能な最低限の項目 

※ 遠隔監視システムで異常やトラブルが確認された場合には、想定した頻度に係わらず現

場へ行き、随時、迅速に対応することは必要 

 

1-5 遠隔監視の導入に課題がある生物膜法の浄化槽 

①流量調整槽が前置され、汚泥処理設備の汚泥貯留能力(清掃頻度)が２週間分であるものが

ほとんどであった。また、清掃作業は、浄化槽管理士により清掃作業前後の確認等及び清

掃作業の立会いが行われている場合がほとんどである。 

②自動式スクリーンのし渣がし渣かごに蓄積されるものについては、し渣かごのし渣貯留

能力が低いものがほとんどである。 

 

※保守点検頻度緩和のためには１か月以上分の貯留能力として設計されていることを条件

とする必要がある。 

 

1-6 検討対象とした浄化槽 

①構造例示型で流量調整槽が前置され、汚泥処理設備の汚泥貯留能力が１か月分以上とな

っている浄化槽 

②性能評価型で構造例示型と同様に流量調整槽が前置され、余剰汚泥の貯留処理設備の汚

泥貯留能力が１か月分以上となっている浄化槽 

③自動式スクリーンのし渣がし渣かごに蓄積されるものについては、し渣かごのし渣貯留
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能力が 1 か月分以上である浄化槽 

 ただし、構造例示型と同様に汚泥貯留設備が処理フローの系外に配置されたもの以外は、

１か月に１回の保守点検で性能維持が可能であるか実証実験で確認することが望ましい。 

 

1-7 遠隔監視システムの技術水準の確保 

 浄化槽に搭載する遠隔監視システムは一定以上の技術水準が満たされていないと実質的

に保守点検頻度の軽減を実現できないため、システムが一定以上の水準にあるかチェック

する制度が求められる。 

 

1-8 遠隔監視装置についての WG の提案 

ＷＧでの検討の結果、遠隔監視技術を用いた流量調整槽を有する大型浄化槽のうち、1-6

①から③に示す項目及び、異常等の確認時に迅速な対応をとる体制がある等、環境省で定

める浄化槽の保守点検の期間を緩和するための条件をみたすものについては、保守点検の

緩和は技術的に可能である、との結論を得た。 

 

1-9 遠隔監視で最低限必要となる遠隔監視項目とそのアウトプット 

 対象とした浄化槽で最低限必要な遠隔監視項目と監視する事項及び計測結果のアウトプ

ットの方法を下表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 65 　
最
低
限
必
要
と
な
る
遠
隔
監
視
項
目
と
そ
の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

※
遠
隔
監
視
に
よ
る
最
低
限
の
計
測
周
期
は
1
0
分
に
1
回
と
す
る
(ポ
ン
プ
・
ブ
ロ
ワ
の
過
負
荷
・
漏
電
等
の
遠
隔
監
視
は
オ
プ
シ
ョ
ン
と
す
る
)。

遠
隔
監
視
す
る
事
項
及
び
対
象
な
る
箇
所

条
件
の
有
無

監
視
事
項

:計
測
方
法
の
例

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

　
前
処
理
設
備

し
渣
か
ご
の

し
渣
量

※
し
渣
か
ご
の

し
渣
貯
留
量
が

１
か
月
分
以
下

の
場
合

し
渣
量
は
流
入
状
況
に
よ
っ
て
変
動

し
、
常
に
一
定
量
の
し
渣
が
堆
積
す
る

と
の
考
え
る
の
は
危
険
で
あ
り
、
し
渣

の
貯
留
量
を
監
視
で
き
る
よ
う
に
す

る
。

・
し
渣
か
ご
の
重
量
を
ロ
ー
ド
セ
ル
で

計
測
し
て
出
力

・
し
渣
か
ご
の
上
端
よ
り
上
に
光
電
セ

ン
サ
で
警
報
出
力

・
超
音
波
距
離
セ
ン
サ
で
し
渣
の
上
端

と
セ
ン
サ
ま
で
の
距
離
を
出
力

・
現
在
値
の
表
示
と
経
時
変
化
グ
ラ
フ
の
表
示

・
閾
値
を
超
え
た
場
合
に
警
報
メ
ー
ル
を
通
知

　
前
処
理
設
備

閉
塞
の
状
況
及
び

稼
働
の
状
況

自
動
式
ス
ク
リ
ー
ン

(
自
動
荒
目
ス
ク

リ
ー
ン
)

(
自
動
微
細
目
ス
ク

リ
ー
ン
)

・
自
動
式
ス
ク
リ
ー
ン
は
、
故
障
時
の

警
報
出
力
で
保
守
回
数
を
軽
減
で
き
る

の
で
、
漏
電
/
過
負
荷
の
警
報
出
し
が
必

要
で
あ
る
。

・
し
渣
の
増
加
量
が
一
定
で
あ
る
と
は

限
ら
な
い
た
め
、
し
渣
の
増
加
に
よ
る

ス
ク
リ
ー
ン
の
目
詰
ま
り
等
の
監
視
は

必
要
で
あ
る
。
目
詰
ま
り
に
よ
る
、
ス

ク
リ
ー
ン
手
前
の
水
位
上
昇
を
遠
隔
監

視
す
る
。

・
自
動
式
ス
ク
リ
ー
ン
の
過
負
荷
・
漏

電
の
警
報
を
出
力

・
ス
ク
リ
ー
ン
手
前
の
水
位
を
セ
ン
サ

で
計
測
し
て
出
力

・
過
負
荷
/
漏
電
の
発
生
時
に
警
報
メ
ー
ル
通
知

・
ス
ク
リ
ー
ン
手
前
の
水
位
の
現
在
値
の
表
示
及

び
経
時
変
化
グ
ラ
フ
を
表
示

　
前
処
理
設
備

堆
積
物
の
状
況

排
砂
槽
・
水
路

※
ば
っ
気
沈
砂

槽
が
あ
る
場
合

ば
っ
気
沈
砂
槽
か
ら
排
砂
装
置
に
て
沈

殿
物
の
除
去
が
必
要
で
あ
り
、
排
砂
を

手
動
で
行
う
も
の
は
保
守
点
検
回
数
の

緩
和
は
困
難
で
あ
る
が
、
自
動
で
排
砂

で
き
る
も
の
は
排
砂
況
を
遠
隔
監
視
す

る
。

ば
っ
気
沈
砂
槽
が
自
動
で
あ
る
場
合

・
排
砂
用
エ
ア
リ
フ
ト
ポ
ン
プ
の
風
量

を
計
測
出
力

・
排
砂
槽
の
砂
の
堆
積
量
を
計
測
し
出

力

・
現
在
値
の
表
示
と
、
経
時
変
化
グ
ラ
フ
の
表
示

・
排
砂
用
エ
ア
リ
フ
ト
ポ
ン
プ
の
風
量
が
閾
値
よ

り
低
下
し
た
場
合
に
警
報
メ
ー
ル
を
通
知

・
排
砂
槽
の
砂
の
量
が
閾
値
よ
り
上
昇
し
た
場
合

に
警
報
メ
ー
ル
を
通
知

　
流
量
調
整
槽

水
位
及
び

稼
働
の
状
況

槽
内
・
フ
ロ
ー
ト
ス

イ
ッ
チ
の
稼
働

フ
ロ
ー
ト
ス
イ
ッ
チ
と
水
位
セ
ン
サ
ー

の
両
方
で
警
報
水
位
に
達
し
た
か
を
検

知
し
て
警
報
出
し
を
O
R
条
件
と
し
て
お

け
ば
、
フ
ロ
ー
ト
ス
イ
ッ
チ
の
断
線
等

の
異
常
を
検
知
で
き
る
。
水
位
の
挙
動

か
ら
不
明
水
の
有
無
等
も
監
視
で
き

る
。
水
位
は
ア
ナ
ロ
グ
信
号
と
し
て
出

力
す
る
。

・
水
位
を
計
測
(
誤
差
±
1
0
c
m
ま
で
)
し

て
出
力

・
フ
ロ
ー
ト
ス
イ
ッ
チ
の
作
動
を
記
録

し
出
力

・
現
在
の
水
位
及
び
経
時
変
化
グ
ラ
フ
の
表
示

・
警
報
水
位
を
超
え
た
場
合
に
警
報
メ
ー
ル
を
通

知
（
水
位
の
計
測
値
か
ら
警
報
出
し
）

・
フ
ロ
ー
ト
ス
イ
ッ
チ
の
O
N
/
O
F
F
及
び
高
水
位
と

な
っ
て
い
た
時
間
を
表
示

前 処 理 設 備 流 量 調 整 槽
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２ その他 

【浄化槽管理士の技能向上】 

 今後は、浄化槽管理士に遠隔監視対応技能向上を求めるとともに、浄化槽法改正に伴う

浄化槽管理士に対する講習会において、遠隔監視システムに関する内容の追加や浄化槽メ

ーカーによる積極的な説明会の開催等、浄化槽管理士の技能向上の機会を設ける。 

 

【用いるセンサ等】 

 センサには、これまでに浄化槽等で用いられていないセンサや現在市販されていないセ

ンサでもモニタリング対象の事象が確認でき、実用的な精度・耐久性等のがあるものを用

いても構わない(センサの原理計測や間接的なセンシング法(代替項目)であるかも問わない)。 

また、今後、放流水質のモニタリング等の監視項目を付加することによる保守点検精度

の向上を図ることを期待する。 

 

【遠隔監視システムの設置者、所有者、管理者】 

遠隔監視システムは浄化槽メーカーが浄化槽に組み込んで設置される。 

遠隔監視システムの設置者、所有者、管理者は設置・運用条件により種々考えられるが、

例えば以下の場合がある。 

 

遠隔監視システムがクラウド監視の場合 

・遠隔監視通信機の所有者：浄化槽管理者 

・遠隔監視の通信・サーバー・ソフト：遠隔監視クラウドサービス会社の商材 

・遠隔監視クラウドサービス会社との契約相手：浄化槽管理者、保守点検企業、商社、浄

化槽メーカー等 

※ 最終的な費用負担は浄化槽管理者であることが一般的 

 

遠隔監視システムがオンプレミスの場合(遠隔監視システムを浄化槽管理者が購入・設置・

運用する場合) 

・遠隔監視通信機の所有者：浄化槽管理者 

・遠隔監視の通信費負担：浄化槽管理者 

・遠隔監視のサーバー・ソフトの所有者：浄化槽管理者 

・遠隔監視のサーバー管理費・ソフト修正費の負担：浄化槽管理者 
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７．令和２年度浄化槽リノベーション検討会 

 

7-1 はじめに 

本業務で実施する災害時の浄化槽の広域的な復旧状況体制作りのための検討、浄化槽台

帳システムの作成及び普及展開に向けた検討、浄化槽に関するデータ活用による管理の高

度化及び効率化等に関する検討はいずれも専門性が高く、かつ浄化槽関連業界・団体に関連

した事項である。そこで有識者の意見を収集して各業務に反映し、より効果的な検討を行う

ことを目的に検討会を実施した。 

 

7-2 検討会の委員構成と実施状況 

 検討会の構成委員を表 7-1 に示す。委員は、浄化槽に係る学識経験者、浄化槽業界団体か

ら構成されている。また、検討会の開催回数は４回とし、以下の日程で開催した。開催場所

は（公財）日本環境整備教育センター及び Web 会議とした。また、各検討会の議事録は別

添資料に示した。 

   第１回：令和２年 10 月 19 日（月） 13:30～16:30 

   第２回：令和２年 11 月 19 日（木） 13:30～16:30 

第３回：令和２年 12 月 16 日（水） 13:30～16:30 

   第４回：令和３年 ２月 24 日（水） 13:30～16:30 

 

表 7-1 検討会の委員 

 氏名 勤務先・役職 

委員長 河村 清史 元 埼玉大学大学院理工学研究科 教授 

委員 岩堀 恵祐 宮城大学 名誉教授 

委員 木曽 祥秋 豊橋技術科学大学 名誉教授 

委員 小川  浩 常葉大学 名誉教授 

委員 蛯江 美孝 
国立研究開発法人国立環境研究所資源循環・廃棄物研究 

センター 国際廃棄物管理技術研究室 主任研究員 

委員 山崎 宏史 東洋大学理工学部都市環境デザイン学科 准教授 

委員 後藤 雅司 一般社団法人浄化槽システム協会 技術委員長 

委員 髙橋 康浩 全国浄化槽推進市町村協議会 事務局長 

委員 石井  栄 一般社団法人日本環境保全協会 副会長 

委員 宮原 靖明 全国環境整備事業協同組合連合会 専務理事 

委員 河野 正美 全国一般廃棄物環境整備協同組合連合会 常任理事 

委員 髙橋 静雄 一般社団法人全国浄化槽団体連合会 専務理事 

委員 髙野 三津敏 特定非営利活動法人浄化槽ナビゲータ認証機構  理事 
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7-3 第１回検討会の議事次第 

 第１回検討会の議事次第及び配布資料の一覧を以下に示す。 

 

＜議事次第＞ 

Ⅰ. 教育センター理事長挨拶 

Ⅱ．環境省挨拶 

Ⅲ．委員の紹介 

Ⅳ．議 事 

１．検討会の趣旨説明＜資料１＞ 

２．業務の実施方針・実施計画及び進捗状況について 

＜資料２、資料３、資料４、資料５＞ 

  （１）災害時の浄化槽の広域的な復旧体制作りのための検討＜資料２、資料３＞ 

   （２）浄化槽台帳システムの作成及び普及展開に向けた検討 

＜資料２、資料４、資料６＞ 

    （３）浄化槽に関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討 

＜資料２、資料５＞ 

３．今後のスケジュールについて＜資料６＞ 

 

＜配布資料＞ 

資料１ 令和２年度浄化槽リノベーション検討業務 仕様書（抜粋） 

資料２ 令和２年度浄化槽リノベーション検討業務 検討会実施計画 

資料３ 災害時の浄化槽の広域的な復旧体制作りのための検討 

資料３-１ ＷＧ実施計画 

資料３-２ 災害時の浄化槽の広域的な復旧体制作りのための検討について 

資料４ 浄化槽台帳システムの作成及び普及展開に向けた検討 

資料５  浄化槽に関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討 

   資料５-１ ＷＧ実施計画 

資料５-２ 浄化槽に関するデータ活用による管理の高度化に関する検討の進捗 

状況 

資料６ 令和２年度浄化槽リノベーション検討業務 実施スケジュール 

参考資料１ 災害時の浄化槽被害等対策マニュアル 第２版 

参考資料２ 浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル 第２版 

 

7-4 第２回検討会の議事次第 

 第２回検討会の議事次第及び配布資料の一覧を以下に示す。 
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＜議事次第＞ 

Ⅰ．環境省挨拶 

Ⅱ．議 事 

１．第１回検討会議事録案について ＜資料１＞ 

２．業務の実施状況について 

（１）災害時の浄化槽の広域的な復旧体制作りのための検討 

ヒアリング調査結果＜資料２-１＞ 

災害時の浄化槽被害等対策マニュアルの改訂に関する検討の経過＜資料２-２＞ 

災害対策等に有効な情報の活用に関する検討の経過＜資料２-３＞ 

（２）浄化槽台帳システムの作成及び普及展開に向けた検討 

＜資料３-１、３-２、３-３、参考資料１、参考資料２＞ 

（３）浄化槽に関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討 

保守点検記録等のデータの活用手法と活用に関する検討の経過＜資料４-１、４-２＞ 

遠隔監視技術を活用した管理の高度化等に関する検討状況及び適用可能性に関する

検討状況＜資料４-３、４-４＞ 

 

＜配布資料＞ 

資料１ 第１回検討会議事録案 

（１）災害時の浄化槽の広域的な復旧体制作りのための検討 

資料２-１ ヒアリング調査結果の概要 

資料２-２ マニュアル素案のたたき台 

資料２-３ GIS を活用した災害推計の手引き及び災害予防への活用（案） 

（２）浄化槽台帳システムの作成及び普及展開に向けた検討 

資料３-１ 浄化槽台帳システムの作成状況 

資料３-２ ヒアリング調査から抽出された課題及び対応方法 

資料３-３ 「浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル」の改訂内容 

参考資料１ 浄化槽台帳システムプロジェクト機能要件定義書 

参考資料２ 浄化槽台帳システムに関するヒアリング結果 

（３）浄化槽に関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討 

資料４-１ 保守点検記録等のデータ活用に関する第 2 回 WG での検討事項 

資料４-２ 保守点検記録等のデータ活用に関する今後の検討方針について 

資料４-３ 遠隔監視技術を活用した管理の高度化等に関する検討第２回 WG での検討 

     事項 

資料４-４ 遠隔監視技術を活用した前処理設備、流量調整槽等に関する検討中の事項に 

ついて 
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7-5 第３回検討会の議事次第 

 第３回検討会の議事次第及び配布資料の一覧を以下に示す。 

 

＜議事次第＞ 

Ⅰ．環境省挨拶 

Ⅱ．議 事 

１．第２回検討会議事録案について           ＜資料１＞ 

２．業務の実施状況について 

  （１）災害時の浄化槽の広域的な復旧体制作りのための検討について 

災害時の浄化槽被害等対策マニュアルの改訂に関する検討結果 

＜資料２-１～２-５＞ 

災害対策等に有効な情報の活用に関する検討結果＜資料２-１、２-６＞ 

   （２）浄化槽台帳システムの作成及び普及展開に向けた検討について 

浄化槽台帳システムの作成状況＜資料３-１＞ 

浄化槽台帳システムの導入マニュアルの改訂＜資料３-２、３-３＞ 

    （２）浄化槽の関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討に 

ついて 

保守点検記録等のデータの活用手法と活用の提案について＜資料４-１＞ 

遠隔監視技術を活用した管理の高度化等に関する検討状況について＜資料４-２＞ 

３．次回開催の日程について 

 

＜配布資料＞ 

資料１   第２回令和２年度浄化槽リノベーション検討会議事録（案） 

資料２-１ WG・検討会での主要コメントとその対応について 

資料２-２ マニュアル改訂案たたき台（震災編） 

資料２-３ マニュアル改訂案たたき台（水害編） 

資料２-４ 状況確認用チェックシート（改訂案） 

資料２-５ 災害時の浄化槽被害等対策マニュアル改訂案 目次（案） 

資料２-６ GIS を活用した災害推計の手引き（追加案） 

資料３-１  浄化槽台帳システムの作成状況（第３回） 

資料３-２ 浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル改訂案 

資料３-３ 各行政目的を達成するために行政担当者が実施する作業 

資料４-１ 保守点検記録等のデータの活用手法と活用の提案 

資料４-２ 遠隔監視技術を活用した管理の高度化等に関する検討状況 
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7-6 第４回検討会の議事次第 

 第４回検討会の議事次第及び配布資料の一覧を以下に示す。 

 

＜議事次第＞ 

Ⅰ．環境省挨拶 

Ⅱ．議 事 

１．第３回検討会議事録（案）について ＜資料１＞ 

２．業務の実施状況について 

（１）災害対策マニュアル改訂案に対する第３回検討会及び検討会後の 

主要コメントとその対応について＜資料２-１＞ 

災害対策マニュアル改訂案 １．はじめにについて＜資料２－２＞ 

災害対策マニュアル改訂案 目次について＜資料２-３＞ 

（２）浄化槽台帳システムの作成及び普及展開に向けた検討について 

浄化槽台帳システムの作成状況について＜資料３-１、参考資料１、参考資料２＞ 

浄化槽台帳システムの整備導入マニュアルの改訂内容について＜資料３-２＞ 

浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル 第３版（案）について＜資料３-３＞ 

    （３）浄化槽の関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討に 

ついて 

浄化槽に関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討 

＜資料４-１＞ 

浄化槽の遠隔監視技術を活用した管理の高度化等に関する検討について 

＜資料４-２＞ 

Ⅲ．(公財)日本環境整備教育センター理事長挨拶 

 

＜配布資料＞ 

資料１第３回検討会議事録（案） 

（１）災害対策等に有効な情報の活用に関する検討 

資料２-１ 災害対策マニュアル改訂案に対する第３回検討会及び検討会後の 

主要コメントとその対応について 

資料２-２ 災害対策マニュアル改訂案 １．はじめに 

資料２-３ 災害対策マニュアル改訂案 目次 

（２）浄化槽台帳システムの作成及び普及展開に向けた検討 

資料３-１ 浄化槽台帳システムの作成状況 

資料３-２ 「浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル」の改訂内容 

資料３-３ 浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル 第３版（案） 

参考資料１ 環境省版浄化槽台帳システムの概要 
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参考資料２ 浄化槽台帳システム運用マニュアル（案） 

（３）浄化槽の関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討に 

ついて 

資料４-１ 浄化槽に関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討 

資料４-２ 浄化槽の遠隔監視技術を活用した管理の高度化等に関する検討 
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８．業務のまとめ 

 

 本業務の内容は、「災害時の浄化槽の広域的な復旧体制作りのための検討」、「浄化槽台帳

システムの作成及び普及展開に向けた検討」、「浄化槽に関するデータ活用による管理の高

度化及び効率化等に関する検討」から構成される。各項目の成果の概要を以下に示す。 

 

8-1 災害時の浄化槽の広域的な復旧体制作りのための検討 

(1) 情報の活用方法及び活用による効果の検討 

近年に水害の生じた広島県、岡山県（平成 30 年７月豪雨）及び福島県（令和元年東日本

台風）における行政及び指定検査機関を３機関ずつ、計６機関に対しヒアリング調査を行

い、災害対策計画の立案や災害対応に望まれる関係者間の情報伝達の意義および望まれる

事項等についての情報収集を行った。また、地域単位での災害推計や被災リスクを明らか

にするために有効な情報等について、洪水浸水想定区域あるいは津波浸水想定内にある被

災浄化槽の基数を推計するための手法を提案するとともに、推計を行うための手引きを作

成した。また、これらの内容に関する検討は、学識経験者及び関係団体を委員とする WG

を設けて実施した。 

 

(2) 災害時の浄化槽被害等対策マニュアルの改訂に関する検討 

上記(1)の検討結果及び WG での議論に基づき、災害時に収集すべき情報やその活用方法

及び体制づくりについて検討した。それらの内容を反映し、災害時の浄化槽被害等対策マ

ニュアル改訂案を作成した。 

 

8-2 浄化槽台帳システムの作成及び普及展開に向けた検討 

(1) 浄化槽台帳システムの作成 

本業務仕様書に添付された「機能要件定義書」及び「業務要件定義書」に従い、浄化槽

台帳システムの設計（基本設計、詳細設計）、製造を行った。浄化槽台帳システムの機能の

検証及び各種マニュアルの内容の充実を図るため、協力が得られた自治体において試験運

用を実施し、得られた意見を反映させ、使用マニュアル等を作成した。 

 

(2) 浄化槽台帳システムの普及展開に向けた検討 

本業務で作成する浄化槽台帳システムの普及展開に向け、都道府県や市町村、指定検査

機関に対してヒアリング調査を行い、浄化槽台帳システム導入に当たっての課題や台帳項

目や画面イメージに関する要望等について情報収集を行った。各自治体等へのヒアリング

調査結果を、浄化槽台帳システムの製造・設計及び台帳システムの操作マニュアルに反映

させ、作成する浄化槽台帳システムの利便性の向上を図った。 
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(3) 浄化槽台帳システムの整備導入マニュアルの改訂に関する検討 

「浄化槽台帳システムの整備導入マニュアル（第 2 版）」をもとに、令和元年度の浄化槽

法改正に伴い浄化槽台帳に関する規定が制定されたこと、本業務における環境省版浄化槽

台帳システムの作成を踏まえてマニュアルを改訂したことを追記した。また、浄化槽台帳

を用いた管理の高度化の手法として「届出情報」、「法定検査結果」、「保守点検及び清掃の

実施状況」を関連付けして一元管理することを想定し、各情報の突合及び精査方法の例を

追加した。また、文言の修正や参照 URL の情報の更新等を行った。 

 

8-3 浄化槽に関するデータ活用による管理の高度化及び効率化等に関する検討 

(1) 浄化槽の維持管理に資する保守点検記録等の活用手法に関する検討 

維持管理作業による浄化槽の処理機能の改善効果、保守点検等の状況の確認に求められ

る情報項目について調査し、浄化槽管理の高度化及び効率化をはかるためのデータ解析手

法をについて実際の合併処理浄化槽に関するデータを用いて検討を行い、データの見える

化を行うことにより保守点検の高度化及び効率化に資する事例(12事例)を取りまとめた。 

 

(2) 浄化槽の遠隔監視技術を活用した管理の高度化等に関する検討 

 IoT 等の遠隔監視技術を活用した浄化槽について情報収集をするとともに、維持管理の効

率化について検討を行った。また、画像監視技術や水質の常時モニタリング等の技術の応

用について検討し、中大型浄化槽において遠隔監視を行うことにより保守点検頻度の緩和

により、維持管理の高度化・効率化を可能とするための条件について検討し、実用化でき

る浄化槽の構造的な条件および搭載される遠隔監視システムの条件等をとりまとめた。

8-3(1)、(2)の内容に関する検討は、学識経験者及び関係団体を委員とする WG を設けて実

施した。 
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